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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月

売上高 (百万円) 179,602 171,314 165,883 164,599 173,418

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) △476 5,509 5,311 2,460 3,270

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △8,941 382 1,310 △364 698

包括利益 (百万円) ― ― 1,120 △106 1,050

純資産額 (百万円) 61,197 46,169 45,584 43,390 43,412

総資産額 (百万円) 105,202 97,088 94,371 91,338 95,524

１株当たり純資産額 (円) 91,117 84,981 85,835 831.12 831.78

１株当たり当期純利益
金額又は１株当たり
当期純損失金額(△)

(円) △14,162 622 2,575 △7.10 13.59

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 54.7 43.6 46.7 46.8 44.8

自己資本利益率 (％) △14.3 0.8 3.0 △0.8 1.6

株価収益率 (倍) ─ 173.2 41.1 ― 100.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 92 13,798 8,109 6,212 7,570

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △9,127 △4,585 △3,218 △6,937 △4,258

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 2,383 △7,327 △3,199 △2,473 481

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 13,527 15,384 17,062 14,003 17,964

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
3,830 3,448 3,330 3,339 3,201
(16,355) (15,354) (15,308) (14,925) (15,592)

 

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第53期および第56期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。

４　第53期において、上海吉野家快餐有限公司、福建吉野家快餐有限公司、㈱三幸舎ランドリーセンター、㈱石

焼ビビンパは、重要性が増したため、新たに連結の範囲に含めております。また、㈱中日本吉野家は、平成

21年８月４日の新規設立（所有割合100％）にともない、新たに連結の範囲に含めております。

　なお、㈱上海エクスプレスは、平成21年３月31日において所有する株式全てを売却したため、連結の範囲

から除外しております。
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５　第54期において、㈱北日本吉野家は、平成22年３月１日の㈱吉野家からの新設分割にともない、新たに連結

の範囲に含めております。

　　　また、㈱アール・ワンおよび㈱石焼ビビンパは、平成22年11月29日の清算結了にともない、連結の範囲か

ら除外しております。

６　第54期において、 純資産額が減少及び自己資本比率が低下している主な要因は、当社が平成23年１月18日

に伊藤忠商事㈱から、その保有する当社の株式（議決権21.0％）全てを自己株式の買い付け（14,069百万

円）により取得したことによるものであります。

７　第55期において、 ㈱牛繁ドリームシステムは、平成23年４月25日付けで所有する株式全てを売却したた

め、持分法の適用範囲から除外しております。

８　第55期において、 日東工営㈱（議決権29.9％）は民事再生手続の終結にともない、持分法の適用範囲に含

めております。　

９　第56期において、㈱吉野家ファーム神奈川、花丸餐飲管理（上海）有限公司 、花楽商貿（上海）有限公司

は重要性が増したため、新たに連結の範囲に含めております。

10　当社は、平成25年９月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これに伴

い、第56期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額

又は１株当たり当期純損失金額(△)を算定しております。

 

EDINET提出書類

株式会社吉野家ホールディングス(E03153)

有価証券報告書

 3/98



 

(2) 提出会社経営指標等

 

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月

売上高 (百万円) 2,791 1,336 2,658 2,057 38,587

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 815 △575 879 47 △414

当期純利益又は
当期純損失(△)

(百万円) △3,352 △4,793 432 △189 △376

資本金 (百万円) 10,265 10,265 10,265 10,265 10,265

発行済株式総数 (株) 662,405 662,405 662,405 662,405 66,240,500

純資産額 (百万円) 59,211 39,085 40,032 38,816 37,411

総資産額 (百万円) 66,680 56,478 56,294 55,383 62,060

１株当たり純資産額 (円) 93,784 78,406 77,887 755.21 727.88

１株当たり配当額
(内１株当たり
中間配当額)

(円)

(円)

2,000 2,000 2,000 2,000 1,010

(1,000) (1,000) (1,000) (1,000) ( 1,000)

１株当たり当期純利益
金額又は１株当たり
当期純損失金額(△)

(円) △5,311 △7,780 850 △3.68 △7.32

潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 88.8 69.2 71.1 70.1 60.3

自己資本利益率 (％) △5.4 △9.8 1.1 △0.5 △1.0

株価収益率 (倍) ─ ― 124.6 ― ―

配当性向 (％) ─ ― 235.3 ― ―

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
24 21 201 173 100
(―) (―) (―) (―) (―)

 

(注) １　売上高及び営業収益には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３　第53期、第54期、第56期および第57期の株価収益率及び配当性向については、当期純損失であるため記載し

ておりません。

４　第54期において、 純資産額が減少および自己資本比率が低下している主な要因は、平成23年１月18日に伊

藤忠商事㈱よりその保有する当社の株式（議決権21.0％）全てを当社が自己株式の買い付け（14,069百万

円）により取得したことによるものであります。

５　第55期において、 従業員数が180名増加している主な要因は、組織変更に伴うグループ会社からの出向の受

入によるものであります。

６　当社は、平成25年９月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。これに伴

い、第56期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損失金額

(△)を算定しております。 また、第57期の中間配当額1,000円については株式分割前、期末の配当額10円に

ついては株式分割後の金額であります。したがって、株式分割前から１株所有している場合の１株当たりの

年間配当額は2,000円相当であり、株式分割後換算の年間配当額は20円相当であります。

 

EDINET提出書類

株式会社吉野家ホールディングス(E03153)

有価証券報告書

 4/98



 

２ 【沿革】
 

年月 概要

昭和33年12月 ㈱吉野家を設立

昭和43年12月 チェーン展開による多店舗化を目指し、新橋に「吉野家」２号店を開店

昭和48年４月 フランチャイズ募集開始、「吉野家」フランチャイズ１号店を小田原に出店

昭和52年11月 米国西海岸での店舗展開を目的として、ヨシノヤウエスト・インク（現・連結子会社）を設立

昭和55年７月 会社更生手続開始申立

昭和55年11月 会社更生手続開始決定

昭和58年３月 会社更生計画認可決定

昭和62年３月 会社更生手続終結決定

昭和62年10月 台湾吉野家(股)を設立（現・連結子会社）

昭和63年３月 ダンキンドーナツを展開する㈱ディー・アンド・シーを吸収合併し、㈱吉野家ディー・アンド・
シーに商号変更

平成２年１月 日本証券業協会に店頭登録銘柄として登録

平成６年12月 大東産業㈱〔現・㈱沖縄吉野家〕の株式取得（現・連結子会社）

平成８年８月 ㈱メンテナンス・リペア・サービス〔旧・㈱ＭＲサービス〕設立

平成８年10月 ㈱コモコフード〔現・㈱グリーンズプラネット〕の株式取得（現・連結子会社）

平成10年９月 ダンキンドーナツ事業から撤退

平成11年10月 更生会社㈱京樽の株式取得

平成12年11月 東京証券取引所市場第一部に上場

平成13年３月 ㈱ポット・アンド・ポット〔現・㈱千吉〕を設立（現・連結子会社）

平成14年４月 更生会社㈱京樽の会社更生手続終結決定

平成14年６月 上海吉野家快餐有限公司を設立（現・連結子会社）

平成14年10月 ㈱上海エクスプレスを設立

平成16年２月 米国産牛肉輸入禁止措置により吉野家の牛丼販売を一時休止

平成16年６月 ㈱はなまるの株式取得

平成16年６月 国内吉野家1,000店舗達成

平成17年４月 ㈱九州吉野家（現・㈱西日本吉野家）の株式取得（現・連結子会社）

平成18年５月 ㈱はなまるの株式を追加取得（現・連結子会社）

平成19年10月 純粋持株会社制を導入、㈱吉野家ホールディングスに商号変更。㈱吉野家を新設分割設立

平成19年11月 ㈱四国吉野家（現・㈱西日本吉野家）の株式取得（現・連結子会社）

平成20年２月 ㈱どんの株式を第三者割当増資の引受けにより取得

平成20年３月 福建吉野家快餐有限公司を設立（現・連結子会社）

平成20年３月 「吉野家」の牛丼の24時間販売を再開

平成20年８月 ㈱どんの株式を公開買付により追加取得（現・連結子会社）

平成20年10月 ヨシノヤウエスト・インクをヨシノヤアメリカ・インク（現・連結子会社）に商号変更

平成21年２月 ㈱吉野家インターナショナルを設立(現・連結子会社)

平成21年３月 ㈱上海エクスプレスの全株式を譲渡

平成21年８月 ㈱中日本吉野家を設立（現・連結子会社）

平成22年３月 ㈱北日本吉野家を設立（現・連結子会社）

平成22年11月 ㈱アール・ワンを清算

平成23年７月 ㈱京樽を完全子会社化（現・連結子会社）

平成24年１月 ㈱どんの株式を追加取得（現・連結子会社）

平成24年10月 ㈱吉野家が㈱MRサービスと合併

平成24年12月 ㈱はなまるを完全子会社化（現・連結子会社）
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３ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、連結子会社24社及び持分法適用会社２社で構成され、国内吉

野家、海外吉野家、京樽、どん、はなまるを主な事業内容として、活動を展開しております。

なお、当社は、有価証券の取引等の規制に関する内閣府令第49条第２項に規定する特定上場会社等に該当してお

り、これにより、インサイダー取引規制の重要事実の軽微基準については連結ベースの数値に基づいて判断すること

となります。

当社グループの事業に係る位置付け、事業の内容及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。

なお、次の事業区分は「第５経理の状況 １ 連結財務諸表等（１）連結財務諸表　注記事項（セグメント情報

等）」に掲げる区分と同一であります。

 
事業区分 主な事業内容 主要な会社

国内吉野家
日本国内における牛丼等のファストフード店
経営およびフランチャイズ店舗への経営指導
等

㈱吉野家

海外吉野家
海外における牛丼等のファストフード店経営
およびフランチャイズ店舗への経営指導等

㈱吉野家インターナショナル
ヨシノヤアメリカ・インク

京樽 鮨のテイクアウト店及びレストラン経営等 ㈱京樽

どん ステーキレストラン経営等 ㈱どん

はなまる
セルフ式讃岐うどん等のファストフード店経
営およびフランチャイズ店舗への経営指導等 ㈱はなまる

その他
スナックのファストフード店経営及びフラン
チャイズ店舗への経営指導等 ㈱ピーターパンコモコ

 

 

上記グループ事業の系統図は次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】
 

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事
業の内容

議決権の所有
又は被所有割合

関係内容

所有
割合
(％)

被所有
割合
(％)

役員の兼任

資金援助 営業上の取引
設備
の賃
貸借

当社
役員
(人)

当社
従業員
(人)

(連結子会社)           

㈱吉野家 東京都北区
百万円

100

国内

吉野家
100.0 ― 2 ― 債務被保証

吉野家の商標と商

品・運営ノウハウ

等に対してロイヤ

リティを受入れて

おります。

賃貸
施設

ヨシノヤアメリカ・イ

ンク

米国カリフォ

ルニア州

百万USドル

8

海外

吉野家
100.0 ― 2 1 債務保証

吉野家の商標と商

品・運営ノウハウ

等に対してロイヤ

リティを受入れて

おります。

―

㈱吉野家インターナ

ショナル
東京都北区

百万円

478

海外

吉野家
100.0 ― 3 ― 貸付

吉野家の商標と商

品・運営ノウハウ

等に対してロイヤ

リティを受入れて

おります。

賃貸
施設

上海吉野家快餐有限公

司
中国上海市

百万中国元

90

海外

吉野家

57.2

(57.2)
― 1 1 ― ― ―

㈱京樽 東京都中央区
百万円

100
京樽 100.0 ― 1 1 ― ― ―

㈱どん 東京都北区
百万円

2,476
どん 79.6 ― 1 2 ― ―

賃貸
施設

㈱はなまる 東京都中央区
百万円

134
はなまる 100.0 ― ― 1 ― ― ―

㈱ピーターパンコモコ 東京都北区
百万円

83
その他 100.0 ― 2 1 貸付 ―

賃貸
施設

その他16社           

(持分法適用関連会社)           

２社           
 　
(注) １　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　「議決権の所有又は被所有割合」欄の(内書)は間接所有であります。

３　㈱吉野家は特定子会社であり、売上高の連結売上高に占める割合が10％を超えております。

主要な損益情報等 (1) 売上高 79,523百万円

 (2) 経常利益 1,304百万円

 (3) 当期純利益 421百万円

 (4) 純資産額 39,963百万円

 (5) 総資産額 48,731百万円
 

４　ヨシノヤアメリカ・インクは特定子会社であります。

５　㈱吉野家インターナショナルは特定子会社であります。

６　上海吉野家快餐有限公司は特定子会社であります。

７　㈱京樽については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合が10％を超え

ておりますが、当連結会計年度におけるセグメント情報の売上高に占める当該連結子会社の売上高(セグメ

ント間の内部売上高又は振替高を含む。)の割合が90％を超えるため、主要な損益情報等の記載を省略して

おります。

８　㈱どんは特定子会社であり、有価証券報告書を提出しております。なお、㈱どんは売上高の連結売上高に占

める割合が10％を超えておりますが、有価証券報告書を提出しているため、主要な損益情報等の記載を省略

しております。

９　㈱はなまるについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く。)の連結売上高に占める割合が10％を

超えておりますが、当連結会計年度におけるセグメント情報の売上高に占める当該連結子会社の売上高(セ

グメント間の内部売上高又は振替高を含む。)の割合が90％を超えるため、主要な損益情報等の記載を省略

しております。

EDINET提出書類

株式会社吉野家ホールディングス(E03153)

有価証券報告書

 7/98



 

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成26年２月28日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

国内吉野家 1,210　(8,321)

海外吉野家 431　(1,413)

京樽 517　(2,092)

どん 348　(2,251)

はなまる 443　(1,038)

その他 152　　(477)

全社 100　 　(―)

合計 3,201 (15,592)
 

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当連結会計年度における平均雇用人員であります。

 

(2) 提出会社の状況

平成26年２月28日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

100 42.9 16.9 6,854
 

(注) １　従業員数は、就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　前事業年度末に比べ従業員数が73名減少しておりますが、主な理由はグループ会社からの出向受入の解除に

よるものであります。

 
(3) 労働組合の状況

平成26年２月28日現在

会社名 結成年月 労働組合名称 組合員数(名)

㈱吉野家 平成６年９月 吉野家ユニオン 671

㈱京樽 昭和62年９月 全京樽労働組合 495

㈱どん 平成４年６月 ＵＡゼンセン 271

上海吉野家快餐有限公司 平成18年12月
上海吉野家快餐有限公司
工会

215

福建吉野家快餐有限公司 平成24年１月
福建吉野家快餐有限公司
工会委員会

26
 

(注)　上記労働組合は、ユニオンショップ制であります。なお、労使関係は円満に推移しております。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度の外食業界におきましては、消費マインド改善の影響が一部の業態で見られるものの、企業間に

おける顧客獲得の競争は激しさを増しており、当業界を取り巻く経営環境は引き続き厳しい状況で推移いたしまし

た。

このような環境の下、当社グループでは、各社の成長促進に向けて、スピーディーな意思決定を可能とする組織

基盤を固めてまいりました。また、海外においては、中国・米国において、マネジメントの現地化を進め、当社グ

ループの成長の新たな原動力として始動いたしました。

そして「多様な人材を取り込み、その人材が実力を十二分に発揮できて、正当な評価を受ける」という企業文化

を強化するための促進元年として、多様性を促進していくためのインフラ整備と人事交流をスタートし、あわせて

長期的視点に立った人材育成のための研修・教育制度を構築してまいります。

当連結会計年度の連結売上高は、前年と比べ88億19百万円増加し、1,734億18百万円となりました。利益につきま

しては、原材料価格の高止まり等の影響を受けたものの、 連結営業利益21億79百万円、連結経常利益32億70百万

円、連結当期純利益は６億98百万円と増益となりました。

連結売上高 　　 　 1,734億18百万円 （前期　連結売上高    1,645億99百万円）

連結営業利益 　 　 　21億79百万円 （前期　連結営業利益     18億77百万円）

連結経常利益 　 　 　32億70百万円 （前期　連結経常利益 　 24億60百万円）

連結当期純利益　　  　６億98百万円 （前期　連結当期純損失　　３億64百万円）

　

なお、第３四半期連結会計期間より、報告セグメントの利益又は損失の測定方法を変更しており、以下の前期と

の比較については、前期の数値を変更後の測定方法に基づき作成した数値で比較しております。報告セグメントの

測定方法の変更の詳細につきましてはＰ68「２．報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、負債、そ

の他の項目の金額の算定方法」をご覧ください。

 
セグメント別の業績は、次のとおりです。

①　国内吉野家

国内吉野家は、前期に引き続き、「価値創り」「環境創り」「構造創り」を実践してまいりました。「価値創

り」では、魅力ある商品とサービスの創造、「環境創り」では、お客様がより利用しやすい店舗レイアウト創りや

出店戦略を推し進め、「構造創り」では、構造をリセットし、新しい収益構造を構築してまいりました。4月には吉

野家の大切にする価値観である「うまい、やすい、はやい」を実践し、入客数と売上増加に向けて、牛丼を2004年

の販売休止時と同じ価格に改定するとともに「吉野家史上最高のうまさへ」の訴求に向け、全国規模での販売促進

活動を行いました。７月には「焼き」にこだわった「ねぎ塩ロース豚丼」「牛カルビ丼」、10月には並盛のごはん

に牛丼大盛の具をのせた「アタマの大盛」、小盛の牛丼と３種の選べるサラダを組み合せた「コモサラセット」を

発売、12月には、新たな「食事価値」創出へ向けた第一歩として、吉野家で初めて火のついたコンロを使用した

「牛すき鍋膳」を発売いたしました。今後も中長期的な吉野家の新しい価値の創造を目指した商品創りを行ってま

いります。また、新たな店舗モデルを実現するための「環境創り」につきましては、郊外店舗はドライブスルーを

設置し、ご家族連れや女性のお客様も利用しやすい店舗・設備の開発を続けてまいります。

これらの活動の結果、売上高は929億97百万円、セグメント利益は28億73百万円となりました。店舗数は、27店舗

を出店し、29店舗を閉鎖した結果、1,191店舗となりました。

国内吉野家売上高　　　　　  929億97百万円 （前期　売上高　　　　 865億53百万円）

国内吉野家セグメント利益     28億73百万円 （前期　セグメント利益 28億30百万円）
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②　海外吉野家

海外吉野家は、中国を中心とした出店が引き続き順調に推移し、売上高は124億69百万円、セグメント利益は２億

86百万円となりました。

店舗数は、中国大陸50店舗（上海２店舗、福建３店舗、深圳３店舗、北京29店舗、遼寧９店舗、内モンゴル１店

舗、黒龍江・吉林３店舗）、香港３店舗、台湾２店舗、シンガポール３店舗、インドネシア５店舗、タイ９店舗、

米国９店舗を出店、2013年11月６日にカンボジア１号店をフランチャイズにて出店いたしました。合計82店舗を出

店し、23店舗を閉鎖した結果、636店舗となりました。

海外吉野家売上高　　　　  　124億69百万円 （前期　売上高　　　　  98億80百万円）

海外吉野家セグメント利益　   ２億86百万円 （前期　セグメント利益  １億52百万円）

 
③　京樽

京樽は、「お客様を一番に考え行動します」をテーマに据え、接客・販売力の強化、QSC（品質・サービス・清潔

さ）の維持向上、そして「和食」文化の継承伝播に積極的に取り組みました。また、現場力のさらなる強化を目的

にフィールドトレーニング室を３月に新設し、真にお客様に向いた営業体制を確立しました。テイクアウト事業で

は、主力商品である茶きん鮨や箱鮨などの上方鮨をさらにおいしく改良、また、中巻99円セールを定期的に実施し

ました。外食事業では、好評を頂いている「本まぐろ祭り」の他、各地方の旬の食材を用いた「うまいもん巡り」

と題したフェア等を展開いたしました。

これらの結果、売上高は237億25百万円、セグメント利益は24百万円となりました。店舗数は、21店舗を出店し、

23店舗を閉鎖した結果、328店舗となりました。

京樽売上高 　　　　　　　　 237億25百万円 （前期　売上高　　　　 242億５百万円）

京樽セグメント利益　　           24百万円 （前期　セグメント損失　１億37百万円）

 
④　どん

どんは、国内事業活性化をテーマに全業態で「肉（29）の日」のキャンペーンを継続し、１月に実施したお子様

連れ29％ＯＦＦ企画など多くのお客様から好評を得ております。『ステーキのどん』では、10月よりステーキ食べ

放題選手権「第２回どんキング決定戦」をスタートさせ、「食事の楽しさ」を提供し、『フォルクス』では12月よ

り２ポンドテキサスステーキの販売を行い、新たな可能性を広げております。『どん亭』では、寿司・そば導入と

ともに匠鶏・イベリコ豚と肉の種類を増やすことでしゃぶしゃぶ業態の活性化を図りました。

また、事業成長戦略として、ネットショップでの「外販事業の拡大」と、経営課題克服への重要課題として、階

層別研修による「人材育成」に取り組みました。

これらの結果、売上高221億50百万円、セグメント利益４億15百万円となりました。店舗数は、５店舗を出店し、

２店舗を閉鎖した結果、175店舗となりました。

どん売上高 　　 　   　  221億50百万円 （前期　売上高　　　　　 208億53百万円）

どんセグメント利益　　      ４億15百万円 （前期　セグメント利益　 ３億92百万円）

 
⑤　はなまる

はなまるは、健康をテーマとした「はなまる」しか作れない素材開発を継続して行い、４月からうどんメニュー

に使っている麺を、すべて食物繊維を練り込んだ麺「食物繊維麺」に切り替えました。６月からは吸油率を47％

カット（従来比）した「ヘルシーかきあげ」の販売もスタートいたしました。また、11月には新メニュー３品を加

え、全メニューの価格改定を行いました。一方、９月には東京メトロの駅構内に初出店し、今後もお客様の多様な

ニーズにお応えできるよう、出店を加速させてまいります。

これらの結果、売上高181億44百万円、セグメント利益７億52百万円となりました。店舗数は、30店舗を出店し、

16店舗を閉鎖した結果、341店舗となりました。

なお、前連結会計年度において、㈱はなまるは、決算日を12月31日から２月末日に変更しており、前連結会計年

度は14ヶ月間の損益となっております。　

はなまる売上高　　　　　  181億44百万円 （前期　 売上高　       192億79百万円）

はなまるセグメント利益　   ７億52百万円 （前期　セグメント利益　 ９億７百万円）
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、換算差額を加え、期末残高は179億64百万円（前連結会計年度

は140億３百万円）となりました。

①　営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、75億70百万円の収入（前連結会計年度は62億12百万円の収入）となり

ました。これは主に税金等調整前当期純利益21億67百万円、減価償却費53億99百万円によるものであります。

②　投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、42億58百万円の支出（前連結会計年度は69億37百万円の支出）となり

ました。これは主に有形固定資産の取得による支出（43億22百万円）によるものであります。

③　財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、４億81百万円の収入（前連結会計年度は24億73百万円の支出）となり

ました。これは主に長期借入金の返済による支出（55億60百万円）、短期借入金の純増減額（60億６百万円）、

長期借入れによる収入（21億円）によるものであります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

国内吉野家 9,751 ＋52.2

京樽 2,917 △0.5

どん 7,782 ＋20.6

はなまる 1,219 △7.0

その他 24 △12.1

合計 21,694 ＋26.6
 

(注) １．海外吉野家は生産実績がないため、記載しておりません。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注実績

該当事項はありません。

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

国内吉野家 92,000 ＋8.2

海外吉野家 12,469 ＋26.2

京樽 23,630 △2.2

どん 22,104 ＋6.4

はなまる 18,144 △5.9

その他 5,069 △7.0

合計 173,418 ＋5.4
 

(注)　１．セグメント間の取引については、相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

(1)　当面の対処すべき課題の内容等

当社グループはこれから先の持続的な「成長」と「スピード」のあるグループ経営を進めていくため、次の課題

に取り組んでまいります。

① 今までにない「新しいビジネスモデル」創り

当社グループは、現在のビジネスモデルに代えて長期的に運用できる「新しいビジネスモデル」の構築を中長

期的な課題としております。既存の外食産業の範疇を超えるような市場創造・価値提供を行うモデル創りは、す

でに素材開発や商品の提供方法の改善など、従来とは一線を画した踏み込みを開始しております。今後はその踏

み込みを一層強めていくと同時に、さらに突出した「革新」による飛躍を図ります。こうした「革新」を「リ・

イノベーション」と名付け、グループ全体の成長テーマとして取組んでまいります。

② 「リ・イノベーション」を実現する経営体制と組織づくり

「リ・イノベーション」を実現していくため、よりスピーディーな意思決定が可能となるグループ経営体制へ

の見直しを行ってまいります。すでにグループ間での人事交流は活発化しており、グループ商品本部による仕入

れの共通化や、㈱吉野家インターナショナルによるグループ各社の海外事業展開の統括にも着手いたしました。

また、指導・監督層や幹部候補層の人材にリーダー教育を実施していく「グループアカデミー」も本格稼働を

開始いたしました。「リ・イノベーション」の実現のため、ダイバーシティ（人材構成の多様化）の推進も引き

続き行ってまいります。

(2)　当社の財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、金融商品取引所に株式を上場している者として、市場における当社株式の自由な取引を尊重し、特定の

者による当社株式の大規模買付行為であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に

資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的には株式の大規模買付提案に応

じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられるべきであると考えております。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良好な関係を保ち続けることができな

い可能性があるなど、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グルー

プの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的な決定をされるために必要な情報

が十分に提供されないものもあり得ます。

そのような大規模買付行為を行う者は、当社の財務および事業の方針の決定を支配する者として不適切であると

考え、かかる提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の責務として、株主の皆様のために、

必要な時間や情報の確保、株式の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えております。

(3)　基本方針の実現に資する取組みについて

当社は、株主の皆様に中長期的に継続して当社に投資していただくため、当社の企業価値ひいては株主共同の利

益を向上させるべく、グループ企業価値向上への取組みおよびコーポレートガバナンスの充実強化のための取組み

を以下のとおり実施しております。これらの取組みは、上記「(2)　当社の財務および事業の方針の決定を支配する

者の在り方に関する基本方針」の実現に資するものであると考えております。

当社の企業価値向上に向けた取組みの内容は以下のとおりであります。

　　当社の企業価値向上に向けた取組み

当社グループは、国や地域を越えた世界中の人々のために企業活動を行い、『For the People　すべては人々

のために』を経営理念としております。理念を具現化するための事業活動指針である６つの価値観「うまい、や

すい、はやい」「客数増加」「オリジナリティ」「健全性」「人材重視」「挑戦と革新」を共有・実践していく

ことで、株主、お客様および従業員などステークホルダーの満足度向上や信頼構築に努めることを基軸として経

営展開を図っております。

また、当社グループは、現在のビジネスモデルに代えて長期的に運用できる「新しいビジネスモデル」の構築

を中長期的な課題としております。

既存の外食産業の範疇を超えるような市場創造・価値提供を行うモデル創りは、すでに素材開発や商品の提供

方法の改善など、従来とは一線を画した踏み込みを開始しております。今後はその踏み込みを一層強めていくと

同時に、さらに突出した「革新」による飛躍を図ります。こうした「革新」を「リ・イノベーション」と名付

け、グループ全体の成長テーマとして取組んでまいります。
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一方この「リ・イノベーション」を実現していくため、よりスピーディーな意思決定が可能となるグループ経

営体制への見直しを行ってまいります。すでにグループ間での人事交流は活発化しており、グループ商品本部に

よる仕入れの共通化や、㈱吉野家インターナショナルによるグループ各社の海外事業展開の統括にも着手いたし

ました。また、指導・監督層や幹部候補層の人材にリーダー教育を実施していく「グループアカデミー」も本格

稼働を開始いたしました。「リ・イノベーション」の実現のため、ダイバーシティ（人材構成の多様化）の推進

も引き続き行ってまいります。

当社グループは、これらの諸施策を着実に実行することで、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に

努めてまいります。

(4)　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止するための

取組み

イ　株式の大規模買付行為等に関する対応策(買収防衛策)導入の目的

当社取締役会は、当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを明確にし、株主の皆様

が適切な判断をするために必要かつ十分な情報および時間、ならびに大規模買付行為を行おうとする者との交渉

の機会を確保するために、本プランを継続することといたしました。

　本プランは、以下のとおり、当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定すると

ともに、一定の場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する

可能性があることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益

に資さない当社株券等の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行うものです。

　なお、本プランにおいては、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、独立

委員会規定に従い、当社社外取締役、社外監査役、又は社外の有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁

護士、公認会計士若しくは学識経験者又はこれらに準じる者）で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した者

のみから構成される独立委員会（以下「独立委員会」といいます。）の勧告を最大限尊重するとともに、株主お

よび投資家の皆様に適時に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。

ロ　本プランの概要

本プランは、いわゆる「平時導入の事前警告型」で、その概要は以下のとおりであります。

①　当社発行の株式等について、保有割合が20％以上となる大規模買付行為を行うことを希望する買収者等

は、当社に対して、事前に意向表明書及び大規模買付等に対する株主の皆様のご判断に必要かつ十分な情

報を提出していただきます。

②　当社取締役会は、買収者等から必要情報の提供が十分になされたと認めた場合、提供された情報に基づ

き、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点から十分に評価、検討するほか、交渉、意見形

成および代替案立案を行います。

③　取締役会による評価、検討、交渉、意見形成および代替案立案と並行して、独立委員会は、買収者等や

取締役会から情報を受領した後、必要に応じて評価、検討を行い、当社取締役会に対して、対抗措置の発

動の是非に関する勧告を行うものとします。

④　独立委員会は、その判断の客観性、合理性を担保するため、取締役会から独立した機関として設置さ

れ、当社経営陣から独立した社外有識者等で構成されます。

⑤　買収者等が、本プランに定める手続を遵守しない場合や提案内容が当社の企業価値・株主共同の利益を

著しく損なうと認められる場合には、独立委員会の勧告により、取締役会が、対抗措置の発動、不発動を

決定いたします。

⑥　本プランの対抗措置として、新株予約権の無償割当を行う場合、買収者等は、当該新株予約権を行使で

きないという行使条件を付すものであります。その他当社が、買収者等以外の株主の皆様から当社普通株

式と引き換えに新株予約権を取得することができる旨の取得条件を付す場合もあります。
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ハ　本プランの有効期間、廃止および変更

本プランの有効期間は、平成26年５月22日開催の定時株主総会において終結の時から３年以内に終了する事業

年度のうち最終のものに関する定時株主総会終結の時までとします。

　ただし、係る有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本プランの変更又は廃止の決議がなされ

た場合には、本プランは当該決議に従い、その時点で変更又は廃止されるものとします。また、当社の株主総会

で選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなされた場合には、本プランはその時

点で廃止されるものとします。

　なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若しくは金融商品取引所規則の変更又はこれ

らの解釈・運用の変更、または税制、裁判例等の変更により合理的に必要と認められる範囲で独立委員会の承認

を得た上で、本プランを修正し、または変更する場合があります。

　当社は、本プランが廃止または変更された場合には、当該廃止または変更の事実および（変更の場合には）変

更内容その他当社取締役会が適切と認める事項について、情報開示を行います。

 

(5)　前記(3)および(4)の取組みが基本方針に沿うものであり、株主の共同の利益を損なうものではなく、当社役員の

地位の維持を目的とするものではないことおよびその理由

本プランにおいて対抗策が発動される場合としては、大規模買付者等が予め定められた大規模買付ルールを遵守

しない場合のほか、当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められる場合に限定しており、対抗策の

発動・不発動の決定は、あくまでも当社の企業価値・株主共同の利益の観点から決定されるものでありますので、

基本方針に沿っており、株主共同の利益を損なうものではなく、また当社役員の地位の維持を目的とするものでな

いことは明らかであります。

また、対抗策の発動・不発動の決定にあたり、取締役会の恣意性を排除し、判断の客観性、合理性を担保するた

め、当社経営陣から独立した社外者で構成される独立委員会を設置し、取締役会は独立委員会の勧告を最大限尊重

するものとしております。この点からも、株主の共同の利益を損なうものではなく、また当社役員の地位の維持を

目的とするものでないことは明らかであります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績、財務状況および株価等に影響をおよぼす可能性のある事項には以下のようなものがあり

ます。なお、文中における将来に関する事項は当連結会計年度末（平成26年２月28日）現在において当社グループが

判断したものであります。

(1) 原材料の調達リスクについて

当社グループ各社が使用する食材は多岐にわたるため、新たな原料産地の開拓や分散調達等へのリスクヘッジに

継続的に努めてまいりますが、疾病の発生や、天候不順、自然災害の発生等により、必要量の原材料確保が困難な

状況が生じたり、市場価格や為替相場の変動により仕入価格が高騰し、売上原価が上昇することにより業績に影響

をおよぼす可能性があります。

(2) 吉野家事業への依存について

当社グループの連結売上高に占める国内および海外の吉野家売上高の割合は60.2％と高くなっております。単一

事業に対する依存から脱却すべく中核事業の育成に注力してまいりますが、引き続き依存する割合は高く、吉野家

の業績の如何により、グループ全体の業績に大きな影響を与えることがあります。

(3) 競合リスクについて

外食産業全体のマーケット規模が停滞しているなかで、店舗数は依然増加傾向にある上、コンビニエンスストア

による弁当、惣菜類の販売といった他産業からの参入もあり、顧客ニーズは多様化し、主要顧客層にも変動がみら

れ、競争は一層熾烈化しております。当社グループでは、新業態の開発、商品設計の変更により、引き続き連結会

社群の成長、海外への積極的な展開等により、売上高を向上させる取組みを推進してまいりますが、今後、更に競

合が熾烈化した場合に、業績に影響をおよぼす可能性があります。

(4) 自然災害、パンデミックに関するリスク

大規模な地震、風水害、火災による事故等が発生し、店舗、工場等の施設や情報システムに損害が生じ、営業活

動や仕入、物流に支障が生じた場合、あるいはお客様、従業員に人的被害があった場合等、業績に悪影響が及ぶ可

能性があります。また強毒性の新型インフルエンザによるパンデミックが発生した場合には、売上高の減少、事業

規模の縮小による業績への悪影響がおよぶ可能性があります。

(5) 法的規制について

当社グループでは、会社法、金融商品取引法、法人税法等の一般的な法令に加え、食品衛生、店舗設備、労働、

環境等店舗の営業に関わる各種法規制や制度の制限を受けております。これらの法的規制が強化された場合、それ

に対応するための新たな費用が増加することになり、業績に影響をおよぼす可能性があります。

(6) 短時間労働者（パートタイマー）等の雇用について

当社グループでは、多数のパート・アルバイト社員を雇用しており、今後の人口態様の変化により、適正な労働

力を確保できない可能性があるほか、各種労働法令の改正等、あるいは厚生年金保険等、パート・アルバイト社員

の処遇に関連した法改正が行われた場合、人件費負担が増加する可能性があるため、業績に影響を与える可能性が

あります。

(7) 食品の安全管理について

当社グループでは、安全な食品をお客様に提供するために衛生管理を徹底しておりますが、万一、食中毒等の衛

生問題や表示ミス等による商品事故が発生した場合、企業イメージの失墜や損害賠償金の支払い等によって、業績

に大きな影響を与えることがあります。

(8) 減損リスクについて

当社グループは平成26年２月期におきまして10億30百万円の減損損失を計上しておりますが、将来的にも地価の

動向や子会社の収益状況によって、更なる減損損失が生じた場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があ

ります。

(9) 店舗賃借物件への依存について

当社グループは、事務所や大部分の店舗の土地建物を賃借しております。賃借期間は賃貸人との合意により更新

可能でありますが、賃貸人側の事情により賃借契約を解約される可能性があります。また、賃貸人に対して平成26

年２月期末時点で総額151億42百万円の保証金を差し入れておりますが、このうちの一部が倒産その他の賃貸人に生

じた事由により回収できなくなるリスクがあります。
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 (10) 情報システムリスク

当社グループにおける情報システムは、データの消失に備え、データのバックアップを行い、データの暗号化、

アクセス権限の設定、パスワード管理により、機密漏洩の防止に努めておりますが、万一、システムダウンや不正

アクセス等が発生した場合には、事業の効率性の低下、社会的信用の失墜により、業績に影響を与える可能性があ

ります。

 (11) 個人情報の保護について

当社グループ各社において、お客様、従業員ならびに株主の皆様に関する個人情報につきましては、適正に管理

し、個人情報の漏洩防止に努めておりますが、万一、個人情報が漏洩した場合、社会的信用の失墜、損害賠償金の

支払い等により、業績に影響を与える可能性があります。

 (12) 海外展開におけるカントリーリスクについて

海外子会社の進出国における政情、経済、法規制、ビジネス慣習等の特有なカントリーリスクにより、当社グ

ループの業績に影響を及およぼす可能性があります。また類似商標による権利侵害をされることにより、当社グ

ループのブランドイメージを低下させる場合があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

　国内子会社

会社名　㈱吉野家

　フランチャイジーとの加盟契約

(イ)契約の名称

吉野家フランチャイズ・チェーン加盟契約書

(ロ)契約の本旨

本部の許諾による牛丼チェーン経営のためのフランチャイズ契約関係を形成すること。

(ハ)契約の期間

加盟者の店舗開店日より５年間。

(ニ)契約の更新

契約期間満了の際は自動的に契約が終了し、継続して契約を更新する場合は、新たに契約を締結する。

(ホ)登録商標・マークの使用、ノウハウの提供に関する事項

本部は、加盟者との契約が存続する間は、店舗において登録商標およびマークを使用することを許可する。

また、加盟者に対し店舗のカラー、デザイン、レイアウト、看板並びに商品化方法およびサービス方法など、

フランチャイズ・システムのノウハウを提供する。

(ヘ)加盟に際し、徴収する加盟金、保証金、その他金銭に関する事項

　

内容

加盟金 一律150万円

更新料 一律75万円

預託保証金 一律75万円

ロイヤリティ 毎月総売上の３％相当額

広告宣伝費 毎月総売上の１％相当額

事務管理費 機器一式に付38千円／月、ポスレジ１台に付６千円／月ほか
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会社名　㈱はなまる

　フランチャイジーとの加盟契約

(イ)契約の名称

まんまるはなまるうどんフランチャイズチェーン加盟契約書

(ロ)契約の本旨

本部の承諾による、まんまるはなまるうどん経営のためのフランチャイズ契約関係を形成すること。

(ハ)契約の期間

加盟契約締結の日より５年間

(ニ)契約の更新

契約期間満了の３ヶ月前に双方協議の上決定する。継続して契約を更新する場合は、新たに契約を締結す

る。

(ホ)登録商標・マークの使用、ノウハウの提供に関する事項

本部は、加盟者との契約が存続する間は、店舗において登録商標およびマークを使用することを許可する。

また、加盟者に対し店舗のカラー、デザイン、レイアウト、看板並びに商品化方法およびサービス方法など、

フランチャイズ・システムのノウハウを提供する。

(ヘ)加盟に際し、徴収する加盟金、保証金、その他金銭に関する事項

　

内容

加盟金 350万円(６店舗以上250万円)

更新料 初回更新料 無料　２回目以降の契約更新 一律50万円　　更新事務手数料 一律５万円

開店指導料 一律150万円

預託保証金 一律250万円

ロイヤリティ １店舗当たり18万円／月

広告宣伝費及び
販売促進費

毎月総売上の0.5％

事務管理費 21千円／月
 

 

６ 【研究開発活動】

特記すべき事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末(平成26年２月28日)現在において当社グループが判断したものであ

ります。

 

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成に当たりまして、将来事象の結果に依存するため確定できない金額について

は、仮定の適切性、情報の適切性及び金額の妥当性に留意した上で会計上の見積りを行っております。実際の結果

は、将来事象の結果に特有の不確実性があるため、見積りと異なる場合があります。

 

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①売上高

当連結会計年度の売上高は、1,734億18百万円、前期比105.4％となりました。この売上高の増加は、主要会

社の既存店売上高の増加が主な要因であります。

②営業利益、経常利益

売上原価率は、37.3％と前期の35.8％に対し1.5ポイント悪化いたしました。これは原材料価格特に主要原材

料である牛肉と米の価格の高騰等の影響が大きく、これらの結果、営業利益は21億79百万円、経常利益は32億

70百万円となりました。

③特別損失

店舗の改装や不振店の閉鎖等により減損損失10億30百万円、契約解約損73百万円を計上し、特別損失は11億

３百万円となりました。

④当期純利益又は当期純損失

法人税、住民税及び事業税17億74百万円、法人税等調整額△２億28百万円、少数株主損失76百万円を計上し

た結果、当期純利益は６億98百万円（前期　当期純損失３億64百万円）となりました。

 

(3) 財政状態に関する分析

当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ41億86百万円増加し955億24百万円となりました。負債

は、前連結会計年度末に比べ41億64百万円増加し521億12百万円となりました。純資産は、前連結会計年度末に比べ

22百万円増加し434億12百万円となり、自己資本比率は、前連結会計年度末比2.0ポイント減少し44.8％となりまし

た。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について

経営成績に重要な影響を与える要因につきましては、「第２　事業の状況 ４ 事業等のリスク」をご参照くださ

い。

 

(5) 経営戦略の現状と見通し

景気が緩やかに回復基調に復していく中で雇用・所得環境についても徐々に改善の兆しが見えてきております。

しかしながら、消費税の増税等から個人消費の伸び悩みは改善されないままの状態が続くものと認識しており、外

食業界を取り巻く環境は引き続き厳しい状態が続くものと認識しております。

今後は、当社グループの事業構造を選択と集中の観点から見直し、成長性と収益性の高いグループ経営を進めて

いきます。具体的には、「成長」を軸にメリハリある経営資源の配分を実行するとともに、中国市場への本格的な

事業展開とグループ経営構造の見直しを「スピード」をもって進めることが当面の課題であります。

 
(6） 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローでは、前連結会計年度に比べ13億57百万円増加

し、75億70百万円の収入となっております。これは税金等調整前当期純利益が11億78百万円増加、法人税等の支払

額が９億66百万円減少したことが主な要因であります。
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(7) 経営者の問題認識と今後の方向について

これまでの外食産業モデルと、今後30年の外食産業を取り巻く環境やお客様のニーズは異なることが予測され、

我々のビジネスモデルも新しくする必要があります。それには、あらゆる視点でビジネスの再構築を図るため、中

期的に以下の3点を主たる重点施策としております。

①ブランドポジションの向上

 ②グループ体質の更なる強化

 ③グローバル成長戦略

当社グループは、これらの諸施策を着実に実行することで、企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に努

めてまいります。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度におきましては、新規出店を中心に60億28百万円の設備投資を実施いたしました。

　国内吉野家におきましては、54店舗の新規出店に対する投資と、12店舗の全面改装および既存店442店舗の設備の更

新等を行い、27億82百万円の設備投資を実施いたしました。

　海外吉野家におきましては、８店舗の新規出店に対する投資と、１店舗の全面改装および既存店85店舗の設備の更

新等を行い、２億95百万円の設備投資を実施いたしました。

　京樽におきましては、22店舗の新規出店に対する投資と、４店舗の全面改装および既存店70店舗の設備の更新等を

行い、５億26百万円の設備投資を実施いたしました。

　どんにおきましては、６店舗の新規出店に対する投資と、５店舗の全面改装および既存店172店舗の設備の更新等を

行い、９億18百万円の設備投資を実施いたしました。

　はなまるにおきましては、22店舗の新規出店に対する投資と、４店舗の全面改装および既存店96店舗の設備の更新

等を行い、12億３百万円の設備投資を実施いたしました。

所要資金については自己資金の充当及び借入金によっております。

また、当連結会計年度におきまして、事業体質の強化にむけ、経営効率改善のために次の主要な設備を除却いたし

ました。その内容は以下のとおりであります。

 
○除却

 
事業所名
(所在地)

セグメント 設備の内容 期首帳簿価額(百万円)

㈱吉野家
営業店舗　196店舗
（東京都江戸川区他）

国内吉野家
営業用設備
閉鎖 22店舗
改装174店舗

139

 

 

○売却

当連結会計年度において、重要な設備の売却はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

平成26年２月28日現在

事業所名
(所在地)

設備の内容
(セグメント)

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

土地
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

リース資産 その他 合計
面積(㎡) 金額

本社等
(東京都北区)

その他の設備
（全社）

― ― ― ― ― 1 1 100
 

 

(2) 国内子会社

平成26年２月28日現在

会社名
事業所名
(所在地)

設備の内容
(セグメント)

帳簿価額(百万円)
従業
員数
(名)

土地
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

リース資産 その他 合計
面積(㎡) 金額

㈱吉野家

関東地区
営業店舗
(東京都北区他)
395店舗

営業用設備
(国内吉野家)

4,065.72 878 4,791 ― 536 148 6,356 329

関西地区
営業店舗
(大阪府寝屋川市
他)
231店舗

営業用設備
(国内吉野家)

246.97 317 2,593 0 258 98 3,267 156

工場等
(埼玉県加須市他)

生産設備等
(国内吉野家)

32,830.19 1,383 1,347 167 2 23 2,924 18

本社等
(東京都北区他)

その他の設備
(国内吉野家)

2,746.50 842
809
<56>

8 244 147
2,051
<56>

296

㈱九州吉野
家

営業店舗
(福岡県福岡市
中央区他)
73店舗

営業用設備
(国内吉野家)

― ― 870 0 129 29 1,030 82

㈱中日本吉
野家

営業店舗
(愛知県大府市他)
152店舗

営業用設備
(国内吉野家)

― ― 1,894 ― 250 59 2,205 98

㈱北日本吉
野家

営業店舗
(茨城県日立市他)
123店舗

営業用設備
(国内吉野家)

669.74 70 1,548 ― 299 43 1,961 118

㈱京樽

営業店舗
(東京都中央区他)
328店舗

営業用設備
(京樽)

92.07 118 1,120 ― 152 130 1,521 358

工場等
(千葉県船橋市)

生産設備等
(京樽)

14,371.00 1,002 714 12 47 1 1,779 27

本社等
(東京都中央区)

その他の設備
(京樽）

1,061.91 157 80 ― 106 14 359 132

㈱どん
営業店舗
(群馬県高崎市他)
173店舗

営業用設備
(どん)

6,404.22 1,193 2,550 ― 197 446 4,387 253

㈱はなまる
営業店舗
(東京都中央区他)
203店舗

営業用設備
(はなまる)

― ― 2,150 ― 65 217 2,433 219
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(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具、器具及び備品、建設仮勘定の合計額であります。なお、金額には消費

税等は含まれておりません。

２　上記中<内書>は、連結会社以外への賃貸設備であります。

３　臨時従業員数は15,592名おりますが、当連結会計年度における平均雇用人数で算出(１日8.0時間換算)して

いるため、事業所別の記載は省略しております。

４　現在休止中の主要な設備はありません。

５　上記の他、連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。

   (1) 提出会社

 

セグメントの名称 設備の内容
年間賃借料及びリース料

(百万円)

(全社) 車両運搬具および電子機器等 2
 

 

   (2) 国内子会社

 

会社名 セグメントの名称 設備の内容
年間賃借料及びリース料

(百万円)

㈱吉野家 国内吉野家

店舗、厨房機器およ
びストアコンピュー
タ等

5,328

本社他事務所および
車両運搬具

250

㈱京樽 京樽

店舗、厨房機器およ
びストアコンピュー
タ等

2,704

本社他事務所および
車両運搬具

49

㈱はなまる はなまる

店舗、厨房機器およ
びストアコンピュー
タ等

2,105

本社他事務所および
車両運搬具

21

㈱どん どん

店舗、厨房機器およ
びストアコンピュー
タ等

2,904

本社他事務所および
車両運搬具

34
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末現在における重要な設備投資計画は、以下のとおりであります。

(1) 新設

 

会社名 所在地
セグメン
トの名称

設備の
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定 完成後の
増加能力
(席)

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着工年月
完成予定
年月

㈱吉野家
京都府京都
市右京区他
25店舗

国内吉野
家

営業用
設備

1,716 38 自己資金

平成25年
12月～
平成27年
１月

平成26年
３月～
平成27年
２月

1,050

㈱中日本吉
野家

愛知県名古
屋市中区他
9店舗

国内吉野
家

営業用
設備

375 0 自己資金

平成26年
２月～
平成26年
12月

平成26年
３月～
平成27年
１月

270

㈱北日本吉
野家

茨城県水戸
市他
9店舗

国内吉野
家

営業用
設備

441 ― 自己資金

平成26年
２月～
平成27年
１月

平成26年
３月～
平成27年
２月

270

福建吉野家
快餐㈲

福州・厦门

6店舗
海外吉野
家

営業用
設備

113 ― 借入金

平成26年
３月～
平成26年
９月

平成26年
４月～
平成26年
10月

520

㈱京樽
東京都江東
区他
15店舗

京樽
営業用
設備

547 31
自己資金
及び借入
金

平成26年
２月～
平成26年
12月

平成26年
３月～
平成26年
12月

420

㈱どん
茨城県水戸
市他
12店舗

どん
営業用
設備

545 5
自己資金
及び借入
金

平成26年
２月～
平成27年
２月

平成26年
３月～
平成27年
２月

1,150

㈱はなまる
千葉県流山
市他
38店舗

はなまる
営業用
設備

1,349 7
自己資金
及び借入
金

平成26年
２月～
平成27年
１月

平成26年
３月～
平成27年
２月

480

㈱ピーター
パンコモコ

東京都板橋
区他
30店舗

その他
営業用
設備

707 ―
自己資金
及びリー
ス

平成26年
３月～
平成26年
12月

平成26年
４月～
平成27年
１月

615
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(2) 改修等

 

会社名 所在地
セグメン
トの名称

設備の
内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定 完成後の
増加能力
(席)

総額
(百万円)

既支払額
(百万円)

着工年月
完成予定
年月

㈱吉野家

埼玉県越谷
市他
118店舗

国内吉野
家

営業用
設備

1,113 1 自己資金

平成26年
３月～
平成27年
２月

平成26年
３月～
平成27年
２月

―

東京都北区
他

国内吉野
家

その他
の設備

965 2 自己資金

平成26年
２月～
平成27年
２月

平成26年
３月～
平成27年
２月

―

㈱九州吉野
家

福岡県福岡
市中央区他
35店舗

国内吉野
家

営業用
設備

273 ― 自己資金

平成26年
３月～
平成27年
２月

平成26年
３月～
平成27年
２月

―

㈱中日本吉
野家

岐阜県岐阜
市他
30店舗

国内吉野
家

営業用
設備

325 0 自己資金

平成26年
３月～
平成26年
９月

平成26年
３月～
平成26年
９月

―

㈱北日本吉
野家

宮城県大崎
市他
31店舗

国内吉野
家

営業用
設備

276 0 自己資金

平成26年
２月～
平成27年
１月

平成26年
３月

平成27年
１月

―

㈱京樽
千葉県成田
市他
27店舗

京樽
営業用
設備

121 ―
自己資金
及び借入
金

平成26年
３月～
平成26年
11月

平成26年
３月～
平成26年
11月

―

㈱どん
埼玉県川口
市他
91店舗

どん
営業用
設備

684 ―
自己資金
及び借入
金

平成26年
３月～
平成26年
９月

平成26年
３月～
平成26年
９月

―

㈱はなまる
東京都港区
他
47店舗

はなまる
営業用
設備

630 ―
自己資金
及び借入
金

平成26年
３月～
平成27年
２月

平成26年
３月～
平成27年
２月

―

 

(注) 　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　　

(3) 除却等

　

会社名 所在地 セグメントの名称 設備の内容
期末帳簿価額
（百万円）

除却等の
予定年月

除却等による
減少能力
（席）

㈱吉野家
大阪府大阪市
浪速区他
55店舗

国内吉野家 営業用設備 119

平成26年
３月～
平成26年
10月

412

 

 
(4)売却等

 

会社名 所在地 セグメントの名称 設備の内容
総額

（百万円）
売却等の
予定年月

売却による減
少能力
（席）

㈱ピーター
パンコモコ

岡山県岡山市
南区他
75店舗

その他 営業用設備 117
平成26年
３月

―
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成26年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年５月23日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 66,240,500 66,240,500
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は100株でありま
す。

計 66,240,500 66,240,500 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成25年９月１日
(注)

65,578,095 66,240,500 ― 10,265 ― 11,139
 

(注)　平成25年９月１日付で普通株式１株を100株に株式分割いたしました。
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(6) 【所有者別状況】                                            

平成26年２月28日現在

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

― 29 20 824 113 57 206,761 207,804 ―

所有株式数
(単元)

― 65,839 2,408 38,006 50,644 84 505,391 662,372 3,300

所有株式数の
割合(％)

― 9.94 0.36 5.74 7.65 0.01 76.30 100.00 ―
 

(注) 「個人その他」に自己株式148,423単元が含まれております。

 

(7) 【大株主の状況】

平成26年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本トラスティ・サービス信託
銀行㈱

東京都中央区晴海１―８―11 3,786,600 5.72

日本マスタートラスト信託銀行
㈱

東京都港区浜松町２―11―３ 1,019,500 1.54

吉翔会 東京都北区赤羽南１―20―１ 775,200 1.17

三井生命保険㈱
(常任代理人　日本トラスティ・
サービス信託銀行㈱)

東京都千代田区大手町２―１―１
(東京都中央区晴海１―８―11)

550,000 0.83

ザ バンク オブ ニューヨーク-
ジャスディック トリーティー
アカウント
（常任代理人　㈱みずほ銀行決
済営業部）

AVENUE DES ARTS, 35 KUNSTLAAN, 1040
BRUSSELS,BELGIUM
（東京都中央区月島４―16―13）

428,700 0.65

ハンナン㈱ 大阪府大阪市中央区南船場２―11―16 326,800 0.49

資産管理サービス信託銀行㈱ 東京都中央区晴海１―８―12 305,200 0.46

NORTHERN TRUST GLOBAL
SERVICES LIMITED RE DUTCH
PENSION FUNDS EXEMPT ACCOUNT-
NON LENDING
（常任代理人　香港上海銀行東
京支店）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
５NT, UK
（東京都中央区日本橋３―11―１）

292,500 0.44

ステート ストリート バンク ア
ンド トラスト カンパニー ５０
５０１９
（常任代理人　㈱みずほ銀行決
済営業部）

AIB INTERNATIONAL CENTREP.O.BOX 518 IFSC
DUBLIN,IRELAND
（東京都中央区月島４―16―13）

280,900 0.42

サントリービア＆スピリッツ㈱ 東京都港区台場２―３―３ 278,000 0.42

計 ― 8,043,400 12.14
 

(注) １　上記大株主以外に、当社が14,842,300株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合22.41％)を自己株式と

して保有しております。

２　上記の所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱ 3,786,600株

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 1,019,500株

資産管理サービス信託銀行㈱ 305,200株
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式14,842,300
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式51,394,900 513,949 ―

単元未満株式
普通株式

3,300　　　
― ―

発行済株式総数 66,240,500 ― ―

総株主の議決権 ― 513,949 ―
 

 

② 【自己株式等】

平成26年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱吉野家ホールディングス

東京都北区赤羽南
１―20―１

14,842,300 ― 14,842,300 22.41

計 ― 14,842,300 ― 14,842,300 22.41
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

普通株式

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

株式数(株)
処分価額の総額
(百万円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 14,842,300 ― 14,842,300 ―
 

 

３ 【配当政策】

当社は、剰余金の配当につきましては、株主の皆様に対し、安定的かつ継続的な利益還元を行うことを基本としな

がら、経営環境や資金需要の状況、連結業績の動向ならびにグループの成長に向けた積極的な事業展開に必要な内部

留保の充実等を総合的に勘案して決定することを基本方針としております。

当社は、「取締役会の決議により、毎年８月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。

当期の期末配当金につきましては、１株当たり10円とし、これにより通期の配当金は中間配当金１株当たり1,000円

を含め1,010円といたしました。内部留保資金の活用につきましては、グループの成長に向けた事業投資等、将来にわ

たって株主利益を増大させるための投資を優先してまいりたいと考えております。

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

 

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成25年10月10日
取締役会決議

513 1,000

平成26年５月22日
定時株主総会決議

513 10
 

（注）当社は、平成25年９月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。当期の中間配当額

1,000円については株式分割前、期末の配当額10円については株式分割後の金額であります。したがって、株式分

割前から１株所有している場合の１株当たりの年間配当額は2,000円相当であり、株式分割後換算の年間配当額は

20円相当であります。
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期

決算年月 平成22年２月 平成23年２月 平成24年２月 平成25年２月 平成26年２月

最高(円) 116,800 111,600 111,000 111,600
118,300
※1,567

最低(円) 98,500 88,300 81,600 99,200
101,100
※1,079

 

(注)　１　最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。

２　※は、株式分割（平成25年９月１日、１株→100株）による権利落後の株価であります。

 

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成25年９月 10月 11月 12月 平成26年１月 ２月

最高(円) 1,160 1,148 1,187 1,296 1,479 1,567

最低(円) 1,106 1,079 1,117 1,183 1,292 1,353
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(株)

代表取締役

社長
　 河　村　泰　貴 昭和43年11月18日生

平成５年４月 当社入社

※６ 2,900

平成15年３月 当社企画室事業開発担当
平成16年７月 ㈱はなまる取締役はなまる事業本部副

本部長
平成17年７月 同社執行役員経営企画室長
平成19年１月 同社取締役副社長はなまる事業部長
平成19年４月 同社代表取締役社長はなまる事業部長
平成19年７月 同社代表取締役社長
平成21年７月 花丸餐飲管理（上海）有限公司董事長
平成22年５月 当社取締役
平成24年９月 当社代表取締役社長（現任）
平成25年４月 ㈱ピーターパンコモコ（現㈱グリーン

ズプラネット）取締役（現任）
平成25年６月 ㈱吉野家インターナショナル代表取締

役社長（現任）
当社グループアカデミー　学長（現
任）

平成25年８月 ヨシノヤアメリカ・インク取締役（現
任）

平成25年９月 ㈱吉野家（現㈱吉野家資産管理サービ
ス）取締役（現任）

平成25年12月 ㈱吉野家準備会社（現㈱吉野家）取締
役（現任）

平成26年３月 ㈱京樽取締役（現任）

取締役
グループ企画

室長
松　尾　俊　幸 昭和30年10月23日生

昭和54年４月 ㈱西友（現合同会社西友）入社

※６ 500

平成11年５月 同社執行役員
平成15年５月 同社執行役シニアバイスプレジデント

経営管理本部長（CFO）
平成20年３月 当社財務戦略室長
平成20年５月 ㈱どん監査役（現任）
平成21年３月 ㈱京樽監査役
平成23年３月 当社グループ財務戦略室長
平成24年３月 当社グループ企画室長（現任）
平成25年９月 ㈱ピーターパンコモコ（現㈱グリーン

ズプラネット）監査役（現任）
平成26年４月 ㈱吉野家インターナショナル取締役

（現任）
平成26年５月 当社取締役（現任）

取締役  長　岡　祐　樹 昭和39年１月11日生

昭和60年４月 当社入社

※６ ―

平成12年３月 当社東海北陸第二営業部長
平成14年４月 台湾吉野家股份有限公司総経理
平成19年１月 当社企画室経営企画担当部長
平成19年９月 当社グループ戦略室部長
平成20年８月 当社執行役員　兼㈱アール・ワン代表

取締役社長
平成21年５月 当社事業改革プロジェクトリーダー
平成22年５月 ㈱どん常務取締役営業本部長
平成23年３月 同社専務取締役営業本部長
平成24年５月 同社代表取締役社長（現任）
平成24年６月 当社執行役員
平成26年５月 当社取締役（現任）

取締役  成　瀨　哲　也 昭和42年７月25日生

昭和63年６月 当社入社

※６ 1,300

平成13年３月 ㈱ポット・アンド・ポット（現㈱千
吉）営業部営業管理担当部長

平成19年10月 当社執行役員　兼㈱千吉代表取締役社
長

平成22年９月 ㈱吉野家執行役員プロジェクト推進室
長　兼㈱千吉代表取締役社長

平成23年11月 ㈱吉野家取締役執行役員常務未来創造
研究所長　兼㈱千吉代表取締役社長

平成24年１月 ㈱吉野家常務取締役未来創造研究所
長　兼㈱千吉代表取締役社長

平成24年３月 ㈱吉野家常務取締役未来創造研究所
長　兼㈱はなまる取締役

平成24年７月 ㈱はなまる専務取締役
平成24年９月 同社代表取締役社長（現任）
平成25年３月 当社執行役員
平成25年９月 花丸餐飲管理（上海）有限公司董事長

（現任）
平成26年５月 当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数(株)

取締役  内　倉　栄　三 昭和33年12月14日生

昭和57年４月 山下新日本汽船㈱（現㈱商船三井）入
社

※５ 200

平成元年９月 ㈱野村総合研究所入所
平成６年７月 ゴールドマン・サックス証券会社（現

ゴールドマン・サックス証券㈱）入社
平成16年６月 有限会社内倉栄三事務所取締役（現

任）
平成17年９月 ㈱アガスタ監査役
平成20年９月 ㈱ＹＵＭＥキャピタル代表取締役（現

任）
平成23年５月 当社取締役（現任）

監査役

常勤
　 浦　邊　正　記 昭和28年１月３日生

昭和52年９月 当社入社

※４ 6,600

平成９年５月 当社取締役
平成９年９月 当社取締役新業態推進本部長兼ポッ

ト・アンド・ポット営業部長
平成11年５月 ㈱ハミータコーポレーション代表取締

役社長
平成13年６月 ㈱ピーターパンコモコ代表取締役社長
平成19年10月 当社執行役員兼㈱ピーターパンコモコ

代表取締役社長
平成21年５月 ㈱ピーターパンコモコ（現㈱グリーン

ズプラネット）取締役会長
平成22年３月 当社顧問
平成22年３月 ㈱京樽社外監査役（現任）
平成22年５月 当社常勤監査役（現任）
平成24年５月 ㈱どん社外監査役（現任）

監査役

常勤
 田　中　常　泰 昭和29年１月27日生

昭和54年４月 当社入社

※７ 31,600

平成５年５月 当社取締役企画室長
平成９年４月 当社常務取締役
平成11年４月 更生会社㈱京樽管財人代理
平成11年５月 当社専務取締役
平成11年７月 ㈱京樽代表取締役社長
平成14年５月 当社取締役
平成16年５月 当社取締役退任
平成19年５月 当社取締役
平成22年１月 ㈱京樽代表取締役会長
平成22年５月 ㈱京樽取締役
平成22年５月 当社専務取締役経営戦略室・財務戦略

室管掌
平成23年３月 当社専務取締役グループ企画室・グ

ループ財務室管掌
平成23年３月 ㈱はなまる取締役
平成24年３月 当社専務取締役グループ企画室管掌
平成24年３月 ㈱吉野家インターナショナル取締役
平成25年３月 ㈱ピーターパンコモコ（現㈱グリーン

ズプラネット）取締役

平成26年５月 当社常勤監査役（現任）   

監査役

非常勤
　 増　岡　研　介 昭和32年５月18日生

平成元年４月 増岡章三法律事務所（現　増岡総合法
律事務所）入所東京弁護士会所属

※３ 2,400平成６年５
月　

当社監査役（現任）

平成15年４月 東京弁護士会副会長

監査役

非常勤
　 大　橋　　修 昭和40年10月27日生

平成11年４月 公認会計士登録
大橋公認会計士事務所

※３ 500
平成12年９月 ダイヤ監査法人代表社員
平成16年11月
平成17年５月

 

税理士登録
税理士法人レクス会計事務所代表社員
（現任）

平成23年５月 当社監査役（現任）

計 46,000
 

（注）※１ 取締役内倉栄三氏は、社外取締役であります。

※２ 監査役増岡研介氏及び大橋修氏の２名は、社外監査役であります。

※３ 平成23年５月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

※４ 平成24年５月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

※５ 平成25年５月29日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

※６ 平成26年５月22日開催の定時株主総会の終結の時から２年間

※７ 平成26年５月22日開催の定時株主総会の終結の時から４年間
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

 コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は以下のとおりであります。

当社グループは、主に外食に関わる事業を展開しておりますが、当社グループの経営理念である『For　the

People　すべては人々のために』には、企業活動を通じて国や地域を越えた世界中の人々のために貢献し、かけ

がえのない存在になりたいという強い思いが込められており、企業は社会の公器として永続的に事業価値を高

め、社会の構成員として世の中に貢献し続けていくことが重要であると考えております。

それを具現化するための事業活動の指針となる6つの価値観「うまい、やすい、はやい」「客数増加」「オリジ

ナリティ」「健全性」「人材重視」「挑戦と革新」を当社グループ各社の役員・従業員が行動指針として共有し

実践していくことで、ステークホルダーの期待に応え、信頼される企業となるべく取組んでまいります。

そのために、株主の皆様をはじめ、お客様、従業員、お取引先、地域社会等、様々なステークホルダーとの良

好な関係の維持・発展に努めるとともに、株主、投資家の皆様に対し、迅速かつ積極的な情報開示に努め、経営

の透明性を高めてまいります。

①企業統治の体制（平成26年５月23日現在）

イ.　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は監査役制度を採用しており、取締役会、監査役会の各機関を設置しております。

当社の取締役会は、社外取締役１名を含む５名で構成されており、毎月１回開催され、必要に応じて随時開

催しております。その他重要事項に関し、経営判断を補完する目的で、定期的に各種経営会議を開催し、必要

に応じて委員会・プロジェクト等を随時開催する等、活発な議論や意見交換が行われております。

監査役会は、社外監査役２名を含む４名で構成され、毎月１回開催されております。監査役は毎回取締役会

に出席し、適宜適切な意見を表明することで、監査役による牽制機能を果たしております。また、当社は、監

督機能と執行機能の役割分担を明確にするため、執行役員制度を導入しており、代表取締役による指揮のも

と、権限委譲と責任の明確化により、各事業会社における意思決定の迅速化を図るとともに、重要事項につい

ては、グループ戦略会議、業務進捗報告会、コミットメント会議等において、審議・検討を行い、取締役会が

これを監督いたしております。

このような企業統治の体制において、当社の保有する経営資源を有効に活用するとともに、ステークホル

ダーとの良好な関係を維持・発展させることにより、当社及び当社グループの企業価値を将来にわたって最大

化させるものと考えております。
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ロ.　当社のコーポーレート・ガバナンス及び内部管理体制の概要は以下のとおりです。

ハ.その他企業統治に関する事項

当社のリスク管理の体制として、グループリスク管理規程を定め、当社グループ各社の事業リスクについ

て、四半期単位でグループリスク委員会を通じて取締役会に報告がなされており、グループの全社的なリスク

の把握と評価および管理を行っております。当社グループの主要な事業リスクである食の安全を確保する体制

に関しては、事業会社に専門部署を設置し、衛生管理・品質管理についての指導を店舗及び工場で実施してい

るほか、外部検査機関による定期的な衛生点検を実施しております。

また、グループ各社の役員と従業員の行動規範の羅針盤として「グループ行動憲章」を定め、法令遵守と企

業倫理の徹底を図っております。さらに規範違反に対する従業員からの内部通報窓口をグループ各社ならびに

当社に設け、自浄作用を高めております。

② 内部監査及び監査役監査

（ⅰ）内部監査の状況

当社は、内部監査部門としてグループ監査室を設置しております。グループ監査室は室長他、計８名で構成

され、法令、定款ならびに会社諸規程への準拠性監査を基盤に、当社各部門及び一部子会社の業務執行に関

し、妥当性・効率性の視点から内部監査を行っております。

監査結果については、具体的な問題点及び改善すべき事項を適時、社長に報告し、改善状況について継続的

にモニタリングを実施しております。

また、グループ会社の内部監査部門と定期的に情報交換及び共有を図り、グループ全体の内部監査の実施状

況に関する状況の把握に努めております。
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（ⅱ）監査役監査の状況

監査役は、監査役会で立案した監査計画、監査方針に従い、取締役の業務執行に対して適法性及び妥当性を

監査いたしております。また、監査役は取締役会などの重要会議に出席し、経営全般または個別案件に関する

客観的かつ公正な意見を積極的に発言いたしております。

（ⅲ）監査役監査、内部監査及び会計監査人監査との連携

監査役会は、内部監査部門であるグループ監査室及び会計監査人と連携し、監査を実施するとともに、定期

的に情報交換を行い、それぞれの監査業務の効率性及び質的向上を図っております。

③ 社外取締役及び社外監査役

現在、当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。

当社では、企業価値の最大化を図るうえで、独立した客観的な視点から経営に対する提言をいただき、監督

機能の一層の充実を図るうえで、社外役員の果たす役割は重要であるとの認識にたち、また、取締役会におい

て活発な意見交換が行われることで、意思決定の透明性、妥当性が担保されることとなるため、当社では、

各々の領域における高い専門的知見を有する方を社外役員として選任しております。

社外取締役内倉栄三氏（平成23年５月就任）は、外食業界のマーケットに精通し、外食経営に関する長年に

わたり培ってきた豊富な経験と専門的知見を有しております。

　社外監査役２名のうち、増岡研介氏（平成６年５月就任）は弁護士としての法律的知見を、大橋修氏（平成

23年５月就任）は税理士、公認会計士として企業会計、税務全般に対する専門的知見を有しております。

なお、社外取締役及び社外監査役を選任するための当社からの独立性に関する基準は定めておりませんが、

㈱東京証券取引所等の定めに基づき、内倉取締役、増岡監査役及び大橋監査役の３名を独立役員として指定

し、届け出ています。

④ 会計監査の状況

当社の会計監査業務を執行した公認会計士は平野満（継続監査２年）、安藤武（継続監査１年）、出雲栄一

（継続監査４年）の３名であり、有限責任監査法人トーマツに所属いたしております。なお、平成26年２月期

における会計監査業務に係る補助者の人数は合計16名であり、その構成は、公認会計士10名、その他６名であ

ります。

⑤ 役員の報酬等

イ 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

193 155 － 38 － 7

監査役
(社外監査役を除く。)

25 25 － － － 2

社外役員 12 12 － － － 3
 

(注) １　取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２　取締役の報酬限度額は、平成19年５月25日開催の第50期定時株主総会において年額300百万円以内(ただし、

使用人分給与は含まない。)と決議いただいております。

３　監査役の報酬限度額は、平成19年５月25日開催の第50期定時株主総会において年額100百万円以内と決議い

ただいております。

４　上記には、平成26年２月期中に退任した取締役１名と監査役１名を含んでおります。

 
ロ 報酬等の総額が１億円以上である者の報酬等の総額

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

 

ハ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。
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ニ 役員の報酬等の額の決定に関する方針

当社の取締役の報酬等は、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内において、取締役会が役位に応じて

個人別の報酬等の額を決定することとしております。監査役の報酬額は、株主総会で決議された報酬限度額

の範囲内において、監査役としての活動状況等を基準として監査役の協議により決定しております。

⑥ 株式の保有状況

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）がもっとも大きい会社（最大保

有会社）株式会社吉野家ホールディングスについて以下のとおりであります。

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                         13銘柄

貸借対照表計上額の合計額      124百万円

　

当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最大保有会社の次に大きい会

社株式会社どんについて以下のとおりであります。

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数                         ４銘柄

貸借対照表計上額の合計額       95百万円

　

⑦ 取締役会で決議できる株主総会決議事項

イ 自己株式の取得

当社は会社法第165条の規定により、取締役会の決議をもって、自己株式を取得することができる旨を定款

に定めております。これは、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を可能とするため、市場取

引等により、自己株式を取得することを目的とするものであります。

　

ロ 中間配当の決定機関

当社は会社法第454条の定めによる中間配当の事項について、株主総会の決議によらず取締役会の決議によ

り定める旨定款に定めております。これは、中間配当を取締役会の権限とすることにより、株主への機動的

な利益還元を行うことを目的とするものであります。

　

⑧ 取締役の定数

当社の取締役は13名以内とする旨定款に定めております。

⑨ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票

によらないものとする旨定款に定めております。

⑩ 監査役の選任の決議要件

当社は、監査役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

⑪ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目

的とするものであります。
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(2) 【監査報酬の内容等】

 ① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 56 ― 56 ―

連結子会社 61 ― 56 ―

計 117 ― 112 ―
 

 

 ② 【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

当社及び当社の連結子会社が支払うべき、当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツ以外のDeloitte

Touche Tohmatsu Limitedのメンバーファームに対する報酬額は32百万円であります。

　

（当連結会計年度）

当社及び当社の連結子会社が支払うべき、当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツ以外のDeloitte

Touche Tohmatsu Limitedのメンバーファームに対する報酬額は46百万円であります。

　

 ③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

該当事項はありません。

　

（当連結会計年度）

該当事項はありません。

　

 ④ 【監査報酬の決定方針】

当社の監査公認会計士等に対する監査報酬の決定方針は、監査公認会計士等より、監査計画の提示・説明を受

けた後、その具体的内容（監査日程・監査項目・報酬金額等）についての妥当性を吟味し監査役会の同意の上決

定しております。
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第５ 【経理の状況】

 

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号)に基づい

て作成しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成25年３月１日から平成26年２月28

日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成25年３月１日から平成26年２月28日まで)の財務諸表について、有限責任監

査法人トーマツにより監査を受けております。

 

３  連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、会計基準等の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備

するため、公益財団法人財務会計基準機構へ加入し、会計基準等にかかる情報を取得するとともに、監査法人および

各種団体の主催する研修等への参加ならびに会計専門誌の定期購読等により、積極的な情報収集活動に努めておりま

す。
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１【連結財務諸表等】

(1)【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当連結会計年度
(平成26年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 ※3  14,244 ※3  18,174

  受取手形及び売掛金 2,757 3,412

  商品及び製品 2,388 2,826

  仕掛品 52 55

  原材料及び貯蔵品 2,147 2,868

  繰延税金資産 741 991

  その他 ※3  1,917 1,754

  貸倒引当金 △5 △3

  流動資産合計 24,242 30,079

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※3  59,519 ※3  61,372

    減価償却累計額 △34,164 △36,569

    建物及び構築物（純額） 25,354 24,803

   機械装置及び運搬具 4,009 4,290

    減価償却累計額 △3,490 △3,829

    機械装置及び運搬具（純額） 519 460

   工具、器具及び備品 11,561 11,830

    減価償却累計額 △10,062 △10,239

    工具、器具及び備品（純額） 1,499 1,591

   土地 ※3  8,592 ※3  8,621

   リース資産 5,293 5,712

    減価償却累計額 △2,689 △3,088

    リース資産（純額） 2,603 2,623

   建設仮勘定 168 135

   有形固定資産合計 38,737 38,236

  無形固定資産   

   のれん 1,685 1,471

   その他 2,390 2,025

   無形固定資産合計 4,076 3,497

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※1,※3  999 ※1,※3  1,087

   長期貸付金 505 546

   長期前払費用 3,558 3,166

   差入保証金 ※3  15,440 ※3  15,142

   投資不動産 ※3  3,265 ※3  3,265

    減価償却累計額 △1,067 △1,098

    投資不動産（純額） 2,198 2,166

   繰延税金資産 1,037 929

   その他 ※1  743 ※1  852

   貸倒引当金 △202 △181

   投資その他の資産合計 24,282 23,710

  固定資産合計 67,095 65,444

 資産合計 91,338 95,524
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当連結会計年度
(平成26年２月28日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,116 4,776

  短期借入金 ※3  11,630 ※3  17,698

  1年内返済予定の長期借入金 ※3  5,235 ※3  4,614

  リース債務 800 606

  未払法人税等 382 1,455

  賞与引当金 1,212 1,359

  役員賞与引当金 116 112

  株主優待引当金 206 216

  資産除去債務 19 8

  その他 ※3  7,394 ※3  7,823

  流動負債合計 31,115 38,673

 固定負債   

  社債 750 750

  長期借入金 ※3  9,534 ※3  6,725

  リース債務 1,091 1,096

  退職給付引当金 591 626

  資産除去債務 2,363 2,318

  繰延税金負債 98 12

  その他 ※3  2,403 ※3  1,908

  固定負債合計 16,832 13,438

 負債合計 47,948 52,112

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,265 10,265

  資本剰余金 11,139 11,139

  利益剰余金 41,105 40,776

  自己株式 △18,089 △18,089

  株主資本合計 44,421 44,091

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △4 △3

  為替換算調整勘定 △1,701 △1,339

  その他の包括利益累計額合計 △1,706 △1,342

 少数株主持分 675 663

 純資産合計 43,390 43,412

負債純資産合計 91,338 95,524
 

EDINET提出書類

株式会社吉野家ホールディングス(E03153)

有価証券報告書

41/98



② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年３月１日
　至 平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成25年３月１日
　至 平成26年２月28日)

売上高 164,599 173,418

売上原価 58,985 64,659

売上総利益 105,613 108,758

販売費及び一般管理費 ※1  103,736 ※1  106,579

営業利益 1,877 2,179

営業外収益   

 受取利息 47 45

 受取配当金 115 386

 賃貸収入 427 379

 物流収入 25 44

 受取手数料 166 164

 持分法による投資利益 123 67

 雑収入 555 799

 営業外収益合計 1,459 1,887

営業外費用   

 支払利息 399 352

 賃貸費用 334 275

 雑損失 142 168

 営業外費用合計 876 796

経常利益 2,460 3,270

特別損失   

 減損損失 ※2  1,397 ※2  1,030

 契約解約損 72 73

 特別損失合計 1,470 1,103

税金等調整前当期純利益 989 2,167

法人税、住民税及び事業税 1,099 1,774

法人税等調整額 216 △228

法人税等合計 1,315 1,545

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△326 622

少数株主利益又は少数株主損失（△） 38 △76

当期純利益又は当期純損失（△） △364 698
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年３月１日
　至 平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成25年３月１日
　至 平成26年２月28日)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

△326 622

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 6 1

 為替換算調整勘定 213 426

 その他の包括利益合計 ※1  219 ※1  428

包括利益 △106 1,050

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 △175 1,062

 少数株主に係る包括利益 69 △11
 

EDINET提出書類

株式会社吉野家ホールディングス(E03153)

有価証券報告書

43/98



③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成24年３月１日　至 平成25年２月28日)

(単位：百万円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,265 11,139 42,689 △18,089 46,005

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △1,027 　 △1,027

当期純損失（△) 　 　 △364 　 △364

連結範囲の変動 　 　 △191 　 △191

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― △1,584 ― △1,584

当期末残高 10,265 11,139 41,105 △18,089 44,421
 

 

　

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △11 △1,879 △1,891 1,469 45,584

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 △1,027

当期純損失（△) 　 　 　 　 △364

連結範囲の変動 　 △4 △4 　 △195

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
6 182 188 △794 △605

当期変動額合計 6 178 184 △794 △2,194

当期末残高 △4 △1,701 △1,706 675 43,390
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 当連結会計年度(自 平成25年３月１日　至 平成26年２月28日)

(単位：百万円)

　
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 10,265 11,139 41,105 △18,089 44,421

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △1,027 　 △1,027

当期純利益 　 　 698 　 698

連結範囲の変動 　 　 ― 　 ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― △329 ― △329

当期末残高 10,265 11,139 40,776 △18,089 44,091
 

　

　

その他の包括利益累計額

少数株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △4 △1,701 △1,706 675 43,390

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 △1,027

当期純利益 　 　 　 　 698

連結範囲の変動 　 ― ― 　 ―

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
1 362 363 △11 352

当期変動額合計 1 362 363 △11 22

当期末残高 △3 △1,339 △1,342 663 43,412
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年３月１日
　至 平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成25年３月１日
　至 平成26年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 989 2,167

 減価償却費 5,834 5,399

 のれん償却額 208 263

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △9 △22

 賞与引当金の増減額（△は減少） △271 142

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） 27 △4

 株主優待引当金の増減額（△は減少） 21 10

 退職給付引当金の増減額（△は減少） 19 34

 受取利息及び受取配当金 △162 △432

 支払利息 399 352

 持分法による投資損益（△は益） △123 △67

 減損損失 1,397 1,030

 売上債権の増減額（△は増加） 478 △652

 たな卸資産の増減額（△は増加） △910 △1,104

 仕入債務の増減額（△は減少） 214 605

 その他の資産・負債の増減額 218 448

 小計 8,332 8,169

 利息及び配当金の受取額 143 414

 利息の支払額 △389 △348

 法人税等の支払額 △1,879 △912

 法人税等の還付額 5 246

 営業活動によるキャッシュ・フロー 6,212 7,570

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △152 △243

 定期預金の払戻による収入 165 304

 有形固定資産の取得による支出 △5,823 △4,322

 有形固定資産の売却による収入 433 40

 無形固定資産の取得による支出 △181 △144

 資産除去債務の履行による支出 △90 △134

 差入保証金の差入による支出 △655 △597

 差入保証金の回収による収入 726 1,100

 貸付けによる支出 △137 △191

 貸付金の回収による収入 170 130

 投資不動産の売却による収入 982 1

 関係会社株式の取得による支出 △2,333 △16

 関係会社出資金の払込による支出 △57 △199

 その他 14 14

 投資活動によるキャッシュ・フロー △6,937 △4,258

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1,135 △1,042

 短期借入金の純増減額（△は減少） △3,228 6,006

 長期借入れによる収入 7,695 2,100

 長期借入金の返済による支出 △5,497 △5,560

 社債の発行による収入 750 -

 配当金の支払額 △1,030 △1,022

 少数株主への配当金の支払額 △26 -

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,473 481
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           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成24年３月１日
　至 平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成25年３月１日
　至 平成26年２月28日)

現金及び現金同等物に係る換算差額 74 167

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,124 3,961

現金及び現金同等物の期首残高 17,062 14,003

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 65 -

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  14,003 ※1  17,964
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　　24社

主要な連結子会社名

㈱吉野家

㈱吉野家インターナショナル

ヨシノヤアメリカ・インク

㈱京樽

㈱どん

㈱はなまる

㈱ピーターパンコモコ

 
(2) 主要な非連結子会社名

吉野家餐飲管理(上海)有限公司

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社の合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外しております。

 

２　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用の関連会社の数　2社

主要な持分法適用関連会社名

日東工営㈱

(2) 持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社のうち主要な会社等の名称

深圳吉野家快餐有限公司

(持分法を適用しない理由)

持分法非適用会社は、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、持分法の対

象から除いても連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の適用

範囲から除外しております。

(3) 持分法の適用の手続について特に記載する必要があると認められる事項

持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、連結財務諸表作成にあたり、連結決算

日に実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。

 

３　連結子会社の事業年度に関する事項

　連結子会社のうち、在外連結子会社の決算日は12月31日であります。

　連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整を行っております。
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４　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法

②　たな卸資産

商品・製品・原材料・仕掛品

主として総平均法による原価法

(貸借対照表計上額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

貯蔵品

主として最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表計上額については収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法）

なお、在外連結子会社は、移動平均法による原価法（貸借対照表計上額については収益性の低下に基づく簿

価切り下げの方法）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）及び投資不動産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降取得の建物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 ８年～50年

機械装置及び運搬具 ５年～13年

工具、器具及び備品 ５年～９年
 

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して

おります。

③　リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零又は残価保証額とする定額法を採用しております。

なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引のうち、リー

ス取引開始日が平成21年２月28日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

当社及び国内連結子会社の執行役員及び従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年

度に負担すべき額を計上しております。

③　役員賞与引当金

役員に対する賞与支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

④　株主優待引当金

将来の株主優待券の利用による費用の発生に備えるため、株主優待券の利用実績に基づき、当連結会計年度末

における株主優待券利用見込額を計上しております。

⑤　退職給付引当金
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一部の連結子会社の従業員に対する退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異は、その発生時の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(主に５年)による定額法により発生時の翌連結会計年度より費用処理しております。

なお、国内連結子会社の会計基準変更時差異については15年による按分額を費用処理しております。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。

なお、在外子会社等の資産及び負債は、子会社決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中

平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

金利スワップ取引については、特例処理要件を満たしておりますので特例処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金変動金利

③　ヘッジ方針

金利変動によるリスクを回避するため、金利スワップを行っております。

④　ヘッジの有効性の評価方法

金利スワップ取引については、特例処理要件を満たしておりますので、有効性の判定を省略しております。

(6) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、５年～10年の定額法により償却しております。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からなっております。

(8) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理方法は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当連結

会計年度の費用として処理しております。

②　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

 
(未適用の会計基準等)

・「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）　

・「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日）　

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号　平成25年９月13日）　

・「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成25年９月13

日）

・「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成25年９月13日）

 
（1）概要　

本会計基準等は、①子会社株式の追加取得等において支配が継続している場合の子会社に対する親会社の持分変

動の取扱い、②取得関連費用の取扱い、③当期純利益の表示及び少数株主持分から非支配株主持分への変更、④暫

定的な会計処理の取扱いを中心に改正されたものです。

 
（2）適用予定日

平成29年２月期の期首より適用予定です。なお、暫定的な会計処理の取扱いについては、平成29年２月期の期首

以後実施される企業結合から適用予定です。

 
（3）当該会計基準等の適用による影響
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影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。

 
・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日）

・「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日）

 
（1）適用

本会計基準等は、財務報告を改善する観点及び国際的な動向を踏まえ、未認識数理計算上の差異及び未認識過去

勤務費用の処理方法、退職給付債務及び勤務費用の計算方法並びに開示の拡充を中心に改正されたものです。

 
（2）適用予定日

平成27年２月期の期末より適用予定です。ただし、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の改正については、平

成28年２月期の期首より適用予定です。

 
（3）当該会計基準等の適用による影響

影響額は、当連結財務諸表の作成時において評価中です。
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(連結貸借対照表関係)

※１　非連結子会社及び関連会社に係るもの

科目に含まれている非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおりであります。

 
前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当連結会計年度
(平成26年２月28日)

投資有価証券 661百万円 745百万円

投資その他の資産その他(出資金) 271 470
 

 

 ２　偶発債務

次のとおり債務の保証をしております。

前連結会計年度
(平成25年２月28日)

 
当連結会計年度
(平成26年２月28日)

 
 

   ㈱吉野家ファーム福島 100百万円 金融機関借入

ＦＣ加盟者(３社)
82百万円

(955千USドル)
金融機関借入等  ＦＣ加盟者(３社)

85
(815千USドル)

金融機関借入等

ＦＣ加盟者(28社) 1 仕入債務  ＦＣ加盟者(24社) 2 仕入債務

計 83   計 188  
 

 

※３　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産の額（簿価）

 
前連結会計年度

(平成25年２月28日)
当連結会計年度
(平成26年２月28日)

現金及び預金(定期預金) 192百万円 192百万円

建物 812 502

土地 2,861 3,399

投資有価証券 88 87

差入保証金 1,285 1,216

投資不動産 1,194 907

流動資産その他(供託金) 94 ―

　計 6,529 6,305
 

 

上記に対応する債務

 
前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当連結会計年度
(平成26年２月28日)

短期借入金 137百万円 15百万円

１年内返済予定の長期借入金 1,046 974

流動負債その他
(未払金、前受金)

608 192

長期借入金 2,279 2,087

固定負債その他
(長期未払金)

176 327
 

 

４　当社及び一部の連結子会社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コ

ミットメント契約を締結しております。この契約に基づく連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。

 
前連結会計年度

(平成25年２月28日)
当連結会計年度
(平成26年２月28日)

貸出コミットメントの総額 22,547百万円 22,332百万円

借入実行残高 12,954 19,429

　差引額 9,592 2,902
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(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

広告宣伝費 3,159百万円 3,460百万円

役員報酬 696 655 

役員賞与引当金繰入額 116 112 

給料手当 14,221 14,684 

賞与引当金繰入額 1,216 1,318 

退職給付費用 656 554 

パート費 30,440 31,009 

地代家賃 17,831 18,082 

水道光熱費 6,908 7,497 

減価償却費 5,611 5,238 

のれん償却額 208 263 

株主優待引当金繰入額 21 11 
 

　

※２　減損損失の内訳は、次のとおりであります。

前連結会計年度(自　平成24年３月１日 至　平成25年２月28日)

場所 用途 種類
減損損失
(百万円)

㈱吉野家
(埼玉県草加市他)

店舗 建物等 447

本社 建物等 10

工場 建物等 1

㈱九州吉野家
(鹿児島県霧島市他)

店舗 建物等 40

㈱中日本吉野家
(愛知県名古屋市中川区他)

店舗 建物等 27

㈱北日本吉野家
(群馬県沼田市他)

店舗 建物等 48

ヨシノヤアメリカ・インク
(アメリカ合衆国カリフォルニア州)

店舗 建物等 54

上海吉野家快餐有限公司
(中国上海市)

店舗 建物等 47

㈱京樽
(茨城県土浦市他)

店舗 建物等 261

本社等 建物等 9

㈱どん
(神奈川県横浜市戸塚区他)

店舗 建物等 154

本社 土地等 7

㈱はなまる
(茨城県牛久市他)

店舗 建物等 180

㈱ピーターパンコモコ
(埼玉県川口市他)

店舗 建物等 80

その他   26

計 1,397
 

　当社及び連結子会社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき、主に店舗を基本単位としてグルーピング

を行っております。営業損失が継続している店舗および時価が著しく下落している店舗等の帳簿価額を回収可能価額

まで減額しております。

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額は、主

に不動産鑑定基準に基づく鑑定評価額などに合理的な調整を行って算出した金額を使用しております。使用価値は、

将来キャッシュ・フローを2.41％～6.10％で割引いて算出しております。
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当連結会計年度(自　平成25年３月１日 至　平成26年２月28日)

場所 用途 種類
減損損失

（百万円）

㈱吉野家

（埼玉県さいたま市北区他）

店舗 建物等 345

本社 建物等 5

工場 建物等 2

ヨシノヤアメリカ・インク

(アメリカ合衆国カリフォルニア州)
店舗 建物等 74

㈱京樽

（千葉県我孫子市他）
店舗 建物等 165

㈱どん

（埼玉県さいたま市南区）
店舗 建物等 62

㈱はなまる

（千葉県千葉市若葉区他）
店舗 建物等 282

㈱ピーターパンコモコ

（東京都杉並区他）
店舗 建物等 19

その他   71

計 1,030
 

　当社及び連結子会社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位に基づき、主に店舗を基本単位としてグルーピ

ングを行っております。営業損失が継続している店舗および時価が著しく下落している店舗等の帳簿価額を回収

可能価額まで減額しております。　

　なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額又は使用価値により測定しております。正味売却価額

は、主に不動産鑑定基準に基づく鑑定評価額などに合理的な調整を行って算出した金額を使用しております。使

用価値は、将来キャッシュ・フローを2.17％～5.50％で割引いて算出しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

その他有価証券評価差額金   

 当期発生額 10百万円 3百万円

 組替調整額 △0 ―

   税効果調整前 9 3

   税効果額 △2 △1

   その他有価証券評価差額金 6 1

為替換算調整勘定   

 当期発生額 213 426

   その他の包括利益合計 219 428
 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

　普通株式 662,405 ― ― 662,405

合計 662,405 ― ― 662,405

自己株式     

　普通株式 148,459 ― ― 148,459

合計 148,459 ― ― 148,459
 

 

２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成24年５月29日
定時株主総会

普通株式 513 1,000 平成24年２月29日 平成24年５月30日

平成24年10月５日
取締役会

普通株式 513 1,000 平成24年８月31日 平成24年11月12日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成25年５月29日
定時株主総会

普通株式 513 利益剰余金 1,000 平成25年２月28日 平成25年５月30日
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当連結会計年度(自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当連結会計年度期首
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式     

　普通株式 662,405 65,578,095 ― 66,240,500

合計 662,405 65,578,095 ― 66,240,500

自己株式     

　普通株式 148,459 14,697,441 ― 14,845,900

合計 148,459 14,697,441 ― 14,845,900
 

　(注)　１　　発行済株式の増加65,578,095株は、平成25年９月１日付の１株を100株とする株式分割によるもの

　　　　　　　　　 であります。

２　　自己株式の増加14,697,441株は、平成25年９月１日付の１株を100株とする株式分割によるもので

あります。

２　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成25年５月29日
定時株主総会

普通株式 513 1,000 平成25年２月28日 平成25年５月30日

平成25年10月10日
取締役会

普通株式 513 1,000 平成25年８月31日 平成25年11月11日
 

 

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成26年５月22日
定時株主総会

普通株式 513 利益剰余金 10 平成26年２月28日 平成26年５月23日
 

　　(注)平成25年９月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。　

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

現金及び預金勘定 14,244百万円 18,174百万円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金等

△240 △210

現金及び現金同等物 14,003 17,964
 

 

 ２　重要な非資金取引の内容

前連結会計年度(自　平成24年３月１日 至　平成25年２月28日)

当連結会計年度に新たに計上した資産除去債務の額は、111百万円であります。

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、888百万円であります。

　

当連結会計年度(自　平成25年３月１日 至　平成26年２月28日)

当連結会計年度に新たに計上した資産除去債務の額は、94百万円であります。　

当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額は、829百万円でありま

す。　
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(リース取引関係)

ファイナンス・リース取引（借主側）

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

 ①　リース資産の内容

（ア）有形固定資産

主としてどんおよび国内吉野家における店舗設備（機械装置及び運搬具）であります。

（イ）無形固定資産

ソフトウエアであります。

 ②　リース資産の減価償却の方法

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項　(2)重要な減価償却資産の減

価償却の方法」に記載のとおりであります。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成21年２月28日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 (単位：百万円)

 

前連結会計年度
(平成25年２月28日)

取得価額相当額
減価償却
累計額相当額

減損損失
累計額相当額

期末残高相当額

建物 6,252 3,285 230 2,737

機械装置及び運搬具 644 413 ― 230

工具、器具及び備品 890 779 59 51

ソフトウエア 34 27 4 2

合計 7,823 4,505 294 3,022
 

 
 (単位：百万円)

 

当連結会計年度
(平成26年２月28日)

取得価額相当額
減価償却
累計額相当額

減損損失
累計額相当額

期末残高相当額

建物 6,054 3,375 228 2,449

機械装置及び運搬具 636 484 ― 151

工具、器具及び備品 154 109 43 1

合計 6,844 3,968 272 2,603
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(2) 未経過リース料期末残高相当額等

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当連結会計年度
(平成26年２月28日)

１年以内 500 416

１年超 2,789 2,463

合計 3,290 2,880

リース資産減損勘定の残高 195 159
 

(3) 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

支払リース料 841 671

リース資産減損勘定の
取崩額

53 35

減価償却費相当額 651 524

支払利息相当額 136 110

減損損失 23 ―
 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額と取得価格相当額との差額を利息相当額とし利息法により各期へ配分しております。なお、一部

の子会社の取得価格相当額及び未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産等

の期末残高等に占める割合が低いため支払利子込み法により算定しております。

 

オペレーティング・リース取引

１　借主側

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当連結会計年度
(平成26年２月28日)

１年以内 1,653 1,733

１年超 6,024 5,954

合計 7,678 7,687
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(金融商品関係)

１．金融商品の状況に関する事項

 (1)金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を調達し

ております。

 (2)金融商品の内容および当該金融商品に係るリスクならびにリスク管理体制

　営業債権である売掛金については、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して当社及び連結子

会社の経理規程等社内規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を

定期的に把握する体制としております。なお、ほとんどの債権は、１ヶ月以内の入金期日であります。

　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に取引先企業との取引関係等の円

滑化を目的として保有する株式であり、定期的に把握された時価を取締役会に報告しております。

　差入保証金は、主に賃借店舗の敷金・保証金であり、賃貸人の信用リスクに晒されております。当該リスクに関

しては、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を

図っております。

　借入金の使途は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であり、一部の長期借入金の金利変動リスクに

対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。

　デリバティブ取引は、借入金の金利変動リスクを回避する目的で利用している金利スワップ取引であります。な

お、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、前述の

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項 (5)重要なヘッジ会計の方法」

をご参照下さい。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは、次表には含めておりません。（（注２）をご参照下さい。）

前連結会計年度(平成25年２月28日)

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額（*1） 時価（*1） 差額

(１)現金及び預金 14,244 14,244 ―

(２)受取手形及び売掛金 2,757 2,757 ―

(３)投資有価証券 33 33 ―

(４)長期前払費用(建設協力金)(*2) 2,893 2,869 △24

(５)差入保証金 15,440 14,351 △1,089

(６)支払手形及び買掛金 (4,116) (4,116) ―

(７)短期借入金 (11,630) (11,630) ―

(８)未払法人税等 (382) (382) ―

(９)長期借入金　　　　　   (*3) (14,770) (14,711) △58

(10)リース債務　　　　　　　(*3) (1,892) (1,870) △21

(11)デリバティブ取引 ― ― ―
 

(*1)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(*2)連結貸借対照表の長期前払費用に含まれている建設協力金については、時価開示の対象としております。

(*3)長期借入金及びリース債務には、１年以内返済予定分を含めております。

 

当連結会計年度(平成26年２月28日)

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額（*1） 時価（*1） 差額

(１)現金及び預金 18,174 18,174 ―

(２)受取手形及び売掛金 3,412 3,412 ―

(３)投資有価証券 33 33 ―

(４)長期前払費用(建設協力金)(*2) 2,534 2,498 △35

(５)差入保証金 15,142 14,482 △660

(６)支払手形及び買掛金 (4,776) (4,776) ―

(７)短期借入金 (17,698) (17,698) ―

(８)未払法人税等 (1,455) (1,455) ―

(９)長期借入金　　　　　   (*3) (11,339) (11,327) △12

(10)リース債務　　　　　　　(*3) (1,703) (1,684) △18

(11)デリバティブ取引 ― ― ―
 

(*1)負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

(*2)連結貸借対照表の長期前払費用に含まれている建設協力金については、時価開示の対象としております。

(*3)長期借入金及びリース債務には、１年以内返済予定分を含めております。
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(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資　産

(１)現金及び預金、(２)受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(３)投資有価証券

株式等の時価については取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項について

は、注記事項「有価証券関係」をご参照ください。

(４)長期前払費用(建設協力金)、（５）差入保証金

これらの時価については、一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標

による利率で割引いた現在価値により算定しております。

負　債

(６)支払手形及び買掛金、(７)短期借入金、(８)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(９)長期借入金、(10)リース債務

これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入又はリース取引を行った場合に想定される利率で

割引いた現在価値により算定しております。また、変動金利による一部の長期借入金は、金利スワップの特例処

理の対象とされており（下記（11）参照）、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の

借入を行った場合に想定される利率で割引いた現在価値により算定しております。

(11)デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。（上記(９)参照）

(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の連結貸借対照表計上額

                                                                       （単位：百万円）

区分 平成25年２月28日 平成26年２月28日

非上場株式 966 1,054
 

上記については、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、「（３）投資有価証

券」には含めておりません。

　
(注３)金銭債権及び有価証券のうち満期のあるものの連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成25年２月28日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 １年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 14,244 ― ― ―

受取手形及び売掛金 2,757 ― ― ―

合計 17,001 ― ― ―
 

　

当連結会計年度(平成26年２月28日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

 １年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 18,174 ― ― ―

受取手形及び売掛金 3,412 ― ― ―

合計 21,587 ― ― ―
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(注４)長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額
　

前連結会計年度（平成25年2月28日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 5,235 4,071 2,494 2,008 835 137

リース債務 800 469 305 101 46 167
 

　

当連結会計年度（平成26年2月28日）

（単位：百万円）

 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 4,614 2,944 2,345 1,195 142 98

リース債務 606 444 223 164 110 152
 

 

(有価証券関係)

１　その他有価証券

前連結会計年度(平成25年２月28日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分
連結貸借対照表
計上額

取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

   

　(1) 株式 11 5 5

　(2) 債券 ― ― ―

　(3) その他 ― ― ―

小計 11 5 5

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

   

　(1) 株式 22 24 △2

　(2) 債券 ― ― ―

　(3) その他 ― ― ―

小計 22 24 △2

合計 33 30 3
 

(注)非上場株式（連結貸借対照表計上額966百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他の有価証券」には含めておりません。
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当連結会計年度(平成26年２月28日)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分
連結貸借対照表
計上額

取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの

   

　(1) 株式 10 5 5

　(2) 債券 ― ― ―

　(3) その他 ― ― ―

小計 10 5 5

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの

   

　(1) 株式 22 24 △2

　(2) 債券 ― ― ―

　(3) その他 ― ― ―

小計 22 24 △2

合計 33 30 2
 

(注)非上場株式（連結貸借対照表計上額1,054百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困

難と認められることから、上表の「その他の有価証券」には含めておりません。

 

２　連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

（1)株式 8 0 ―

（2)債券    

①国債・地方債等 ― ― ―

②社債 ― ― ―

③その他 ― ― ―

合計 8 0 ―
 

　

当連結会計年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
 　該当事項はありません。

　
２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引
　金利関連
前連結会計年度（平成25年２月28日）

(単位：百万円)
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
長期借入金

   

  支払固定・
  受取変動

151 151 （注）
 

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
　

当連結会計年度（平成26年２月28日）
(単位：百万円)

ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
長期借入金

   

 支払固定・
 受取変動

117 117 （注）
 

(注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

 

(退職給付関係)

１　採用している退職給付制度の概要
当社は確定拠出年金制度を設けております。
一部の国内連結子会社は、確定拠出年金制度及び確定給付企業年金制度を設けております。

　
２　退職給付債務に関する事項

 
前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当連結会計年度
(平成26年２月28日)

イ　退職給付債務(百万円) △789 △804

ロ　年金資産(百万円) 79 98

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ)(百万円) △709 △706

ニ　未認識数理計算上の差異(百万円) 40 27

ホ　会計基準変更時差異(百万円) 95 63

ヘ　未認識過去勤務債務(百万円) △17 △11

ト　退職給付引当金(ハ＋ニ＋ホ＋へ)(百万円) △591 △626
 

(注)　一部の国内連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
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３　退職給付費用に関する事項

 
前連結会計年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

イ　勤務費用(注)(百万円) 41 41

ロ　利息費用(百万円) 7 7

ハ　期待運用収益(百万円) △1 △1

ニ　過去勤務債務の費用処理額(百万円) △6 △6

ホ　数理差異の費用処理額(百万円) 9 5

ヘ　会計基準変更時差異(百万円) 31 31

ト　確定拠出年金等への掛金支払額(百万円) 490 480

チ　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト)(百万円) 573 559
 

(注)　厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

 イ　退職給付見込額の期間配分方法

     期間定額基準

 ロ　割引率

前連結会計年度
(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

1.0～1.2％ 1.0～1.2％
 

 ハ　期待運用収益率

前連結会計年度
(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

2.5％ 2.5％
 

 ニ　数理計算上の差異の処理年数

     主に５年

 ホ　過去勤務債務の額の処理年数

     ５年

 ヘ　会計基準変更時差異の処理年数

     15年

 

(ストック・オプション等関係)

　　　　 該当事項はありません。　
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

(平成25年２月28日)
当連結会計年度
(平成26年２月28日)

(流動資産)   

(繰延税金資産)   

未払事業税 3百万円 97百万円

賞与引当金 467 531

未払費用 147 199

繰越欠損金 286 96

その他 224 229

繰延税金資産(流動)小計 1,128 1,155

評価性引当額 △386 △163

繰延税金資産(流動)合計 741 991

(固定資産)   

(繰延税金資産)   

貸倒引当金 74 68

固定資産減価償却 492 524

未実現固定資産売却益 97 80

投資有価証券評価損 110 99

退職給付引当金 211 223

会員権評価損 17 ―

減損損失 2,369 2,416

繰越欠損金 3,559 3,362

資産除去債務 867 837

その他 681 927

繰延税金資産(固定)小計 8,482 8,539

評価性引当額 △7,175 △7,297

繰延税金資産(固定)合計 1,307 1,242

(繰延税金負債)   

資産除去債務に対応する除去
費用

△343 △296

建設協力金 △25 △24

その他 0 △3

繰延税金負債(△)(固定)
合計

△368 △325

繰延税金資産・負債(△)の
純額

938 917
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２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当連結会計年度
(平成26年２月28日)

法定実効税率 40.7％ 38.0％

 (調整)   

交際費等永久に損金に算入されな
い項目

36.9 20.7

住民税均等割 39.8 19.1

評価性引当額等の影響額 △20.3 △17.7

持分法投資損益 △5.1 ―

繰越欠損金期限切れ 24.5 10.8

将来適用税率等による影響額 20.9 ―

未実現利益税効果未認識額 △3.8 ―

その他 △0.7 0.4

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

133.0 71.3
 

　

３　決算日後の法人税等の税率の変更

（当連結会計年度）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成27年３月１

日に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いられる法定実効税率は、平成27年３月１日に開始する

連結会計年度以後に解消が見込まれる一時差異については、従来の38.0％から35.6％となります。

また「地方法人税法」（平成26年法律第11号）が平成26年３月31日に公布され、平成27年３月１日に開始する連

結会計年度から住民税率が軽減される代わりに、国税とされる地方法人税が課されることになりました。

これらの税率変更による連結財務諸表に与える影響は軽微であります。
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(資産除去債務関係)

　

資産除去債務のうち連結貸借対照表に計上しているもの

　

(1) 当該資産除去債務の概要

　　　主として店舗の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

　

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

　　　使用見込期間を取得から15年～34年と見積り、割引率は1.5％～2.2％を使用して資産除去債

　　務の金額を計算しております。

　

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

 
前連結会計年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

期首残高 2,315百万円 2,383百万円

有形固定資産の取得に伴う増加額 111 94

時の経過による調整額 41 41

資産除去債務の取崩し △84 △191

期末残高 2,383百万円 2,327百万円
 

 

(賃貸等不動産関係)

当社及び一部の連結子会社では、東京都、その他の地域において、賃貸用の建物及び土地を有しております。平

成25年2月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は100百万円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用

は営業外費用に計上）、減損損失は5百万円（特別損失に計上）であります。平成26年2月期における当該賃貸等

不動産に関する賃貸損益は106百万円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計上）でありま

す。

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び当連結会計年度における主な変動並びに連結決算日における時価及び

当該時価の算定方法は次のとおりであります。

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 2,976 2,292

期中増減額 △684 △69

期末残高 2,292 2,222

期末時価 1,859 1,827
 

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２．期中増減額のうち、前連結会計年度の増加は、主に用途変更に伴う有形固定資産から投資不動産への振替

（200百万円）であり、減少は、投資不動産の売却によるもの（850百万円）であります。

当連結会計年度の減少は、主に減価償却によるものであります。                      

３．時価の算定方法

連結決算日における時価は、主として社外の不動産鑑定士により「不動産鑑定評価基準」等に基づいて算定

された金額であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、持株会社として、グループ戦略の立案・決定、グループ経営のモニタリング機能を果たすとともに、グ

ループ会社に対して、各種共通サービスの提供を行っており、事業活動は、当社傘下の子会社及び関連会社が展開

しております。

　したがって当社グループは、事業会社を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「国内

吉野家」、「海外吉野家」、「京樽」、「どん」、「はなまる」の５つを報告セグメントとしております。

　「国内吉野家」、「海外吉野家」は、牛丼等のファストフード店経営およびフランチャイズ店舗への経営指導等

を行っております。「京樽」は、鮨のテイクアウト店およびレストランの経営等を行っております。「どん」は、

ステーキレストランの経営等を行っております。「はなまる」は、セルフ式讃岐うどん等のファストフード店経営

およびフランチャイズ店舗への経営指導等を行っております。
　
２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益に基づく数値であります。

　セグメント間の内部売上高及び振替高は市場実勢価格に基づいて算定した合理的な内部振替価格によっておりま

す。

 
（報告セグメントの利益又は損失の測定方法の変更）

第３四半期連結会計期間より、当社グループ内における取締役の兼務状況を見直したことに伴い、各事業セグメ

ント間の比較可能性を高める目的で、㈱吉野家、㈱吉野家インターナショナル及びヨシノヤアメリカ・インクから

当社へのロイヤリティの配分方法を、全社セグメントに配分する方法から国内吉野家及び海外吉野家セグメントへ

配分する方法に見直し、当社の取締役会に提供する各事業セグメントの損益の測定方法を変更しております。

これにより、従来の方法によった場合に比べ、当連結会計年度のセグメント利益が、それぞれ国内吉野家で975百

万円、海外吉野家で465百万円増加しております。

なお、前連結会計年度のセグメント利益又は損失においても、変更後の測定方法に基づき作成したものを開示し

ております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 平成24年３月１日 至 平成25年２月28日)

       (単位：百万円)  

 

報告セグメント
その他
(注)

合計 調整額
連結財務
諸表計上
額国内

吉野家
海外
吉野家

京樽 どん はなまる 計

売上高           

  外部顧客への売上高 85,037 9,880 24,170 20,776 19,279 159,145 5,453 164,599 ― 164,599

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,515 ― 35 76 ― 1,628 429 2,057 △2,057 ―

計 86,553 9,880 24,205 20,853 19,279 160,773 5,882 166,656 △2,057 164,599

セグメント利益または
セグメント損失（△）

2,830 152 △137 392 907 4,146 △43 4,103 △2,226 1,877

セグメント資産 47,872 3,831 11,301 10,347 7,661 81,014 3,269 84,284 7,053 91,338

セグメント負債 8,912 1,338 6,779 8,557 5,981 31,569 913 32,483 15,464 47,948

その他の項目           

  減価償却費 3,541 335 428 609 727 5,642 124 5,767 66 5,834

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

4,337 339 496 918 890 6,982 164 7,147 56 7,203
 

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり連結子会社６社を含んでおります。

当連結会計年度(自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日)

       (単位：百万円)  

 

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

連結財務
諸表計上
額(注)３国内

吉野家
海外
吉野家

京樽 どん はなまる 計

売上高           

  外部顧客への売上高 92,000 12,469 23,630 22,104 18,144 168,348 5,069 173,418 ― 173,418

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

997 ― 95 46 ― 1,139 410 1,549 △1,549 ―

計 92,997 12,469 23,725 22,150 18,144 169,487 5,479 174,967 △1,549 173,418

セグメント利益 2,873 286 24 415 752 4,351 82 4,434 △2,254 2,179

セグメント資産 52,118 4,728 10,552 10,872 7,713 85,985 3,035 89,021 6,503 95,524

セグメント負債 9,957 1,560 5,816 8,460 5,462 31,255 869 32,125 19,986 52,112

その他の項目           

  減価償却費 3,237 331 392 631 641 5,234 103 5,338 61 5,399

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

2,535 204 372 891 991 4,994 235 5,230 6 5,236
 

(注) １．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり連結子会社５社を含んでおります。

２．調整額は、以下のとおりであります。
  (単位：百万円)

セグメント利益 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 209 221

のれんの償却額 △105 △151

全社費用(注) △2,329 △2,324

合計 △2,226 △2,254
 

(注)全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない費用であります。
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  (単位：百万円)

セグメント資産 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 △40,653 △39,242

全社資産(注) 47,707 45,746

合計 7,053 6,503
 

(注)全社資産は、主に当社及び一部の連結子会社の本社等の共有資産であります。
  (単位：百万円)

セグメント負債 前連結会計年度 当連結会計年度

セグメント間取引消去 － －

全社負債(注) 15,464 19,986

合計 15,464 19,986
 

(注)全社負債は、主に当社の借入金であります。
　

その他の項目

　減価償却費

減価償却費の調整額の内容は、当社及び一部の連結子会社の本社等の共有資産としての有形固定資産、無

形固定資産に係るものです。

　有形固定資産及び無形固定資産の増加額

有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額の内容は、当社及び一部の連結子会社の本社等の共有資

産に係る設備投資額であります。
　

３．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。
　
(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。
　
３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

　

当連結会計年度(自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日)

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。
　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。
　
(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。
　
３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載はありません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　

前連結会計年度(自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日)

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計

国内吉野家 海外吉野家 京樽 どん はなまる 計

減損損失 593 106 270 161 180 1,312 84 0 1,397
 

(注)　「その他」の金額は、連結子会社が運営するファストフード店に係るものであります。

 

当連結会計年度(自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日)

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計

国内吉野家 海外吉野家 京樽 どん はなまる 計

減損損失 390 92 166 69 283 1,002 27 ― 1,030
 

(注)　「その他」の金額は、連結子会社が運営するファストフード店に係るものであります。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　

前連結会計年度(自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日)

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計

国内吉野家 海外吉野家 京樽 どん はなまる 計

当期償却額 91 ― ― ― 11 102 ― 105 208

当期末残高 254 17 ― ― 20 292 ― 1,393 1,685
 

(注)「全社・消去」の金額は、国内吉野家、海外吉野家、はなまる、その他に係るものであります。

 

当連結会計年度(自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日)

        (単位：百万円)

 

報告セグメント

その他 全社・消去 合計

国内吉野家 海外吉野家 京樽 どん はなまる 計

当期償却額 98 3 ― ― 9 111 ― 151 263

当期末残高 202 17 ― ― 11 230 ― 1,241 1,471
 

　(注)「全社・消去」の金額は、国内吉野家、海外吉野家、はなまる、その他に係るものであります。

 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日)

関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日)

関連当事者との取引

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

 

 
前連結会計年度

(自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日)

１株当たり純資産額　　　　　(円) 831.12 831.78

１株当たり当期純利益金額

又は当期純損失金額(△)　　(円)
△7.10 13.59

 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　平成25年９月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っています。これに伴い、前連結会

計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益金額又は

当期純損失金額(△)を算定しています。

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度
(平成25年２月28日)

当連結会計年度
(平成26年２月28日)

純資産の部の合計額(百万円) 43,390 43,412

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 675 663

　(うち少数株主持分(百万円)) (675) (663)

普通株式に係る期末純資産額(百万円) 42,714 42,749

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末普通
株式の数(株)

51,394,600 51,394,600
 

４　１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日)

当連結会計年度
(自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額
(△)

  

当期純利益又は当期純損失(△)(百万円) △364 698

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△)
(百万円)

△364 698

　　普通株式の期中平均株式数(株) 51,394,600 51,394,600
 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社吉野家ホールディングス(E03153)

有価証券報告書

74/98



⑤ 【連結附属明細表】

　

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱どん 第５回無担保社債
平成24年
６月29日

750 750 0.89 無担保
平成29年
６月29日

合計 ― ― 750 750 ― ― ―
 

(注)　連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

― ― ― 750 ―
 

　

【借入金等明細表】

　

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 11,630 17,698 0.65 ─

１年以内に返済予定の長期借入金 5,235 4,614 1.40 ─

１年以内に返済予定のリース債務 800 606 ― ─

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

9,534 6,725 1.26
平成27年６月～
平成47年１月

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く。)

1,091 1,096 ―
平成27年３月～
平成41年11月

その他有利子負債 ― ― ― ―

計 28,292 30,741 ― ―
 

(注) １　「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。また、リース債務

の平均利率については、一部の連結子会社において、リース料総額から利息相当額の合理的な見積額を控除

しない方法によっているため、記載しておりません。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の

連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおりであります。
　

 
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 2,944 2,345 1,195 142

リース債務 444 223 164 110
 

 

【資産除去債務明細表】

本明細表に記載すべき事項が連結財務諸表規則第15条の23に規定する注記事項として記載しているため、資産

除去債務明細表の記載を省略しております。
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(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 42,537 86,754 127,663 173,418

税金等調整前四半期
(当期)純利益金額又
は税金等調整前四半
期純損失金額（△）

(百万円) △568 888 515 2,167

四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損
失金額(△）

(百万円) △497 224 △276 698

１株当たり四半期
(当期)純利益金額又
は１株当たり四半期
純損失金額(△)

(円) △9.68 4.38 △5.38 13.59

 

(注)平成25年９月１日付で、普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度の期首に当
該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額を算定
しております。　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純
利益金額又は１株当
たり四半期純損失金
額(△)

(円) △9.68 14.05 △9.76 18.97

 

(注)平成25年９月１日付で、普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っております。当連結会計年度の期首に当
該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額を算定しており
ます。　
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２【財務諸表等】

(1)【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,129 1,307

  売掛金 ※1  143 ※1  4,337

  商品及び製品 - 2,187

  仕掛品 - 39

  原材料及び貯蔵品 - 2,044

  関係会社短期貸付金 740 1,900

  1年内回収予定の長期貸付金 ※1  50 -

  未収入金 ※1  616 ※1  939

  繰延税金資産 90 127

  その他 23 27

  流動資産合計 3,793 12,911

 固定資産   

  有形固定資産   

   工具、器具及び備品 15 15

    減価償却累計額 △13 △14

    工具、器具及び備品（純額） 2 1

   有形固定資産合計 2 1

  無形固定資産   

   特許権 0 0

   商標権 8 6

   ソフトウエア 6 4

   無形固定資産合計 15 11

  投資その他の資産   

   投資有価証券 125 124

   関係会社株式 47,606 46,195

   関係会社長期貸付金 1,150 -

   投資不動産 2,936 2,942

    減価償却累計額 △212 △269

    投資不動産（純額） 2,723 2,672

   繰延税金資産 451 441

   その他 14 14

   貸倒引当金 △187 -

   投資損失引当金 △312 △312

   投資その他の資産合計 51,572 49,136

  固定資産合計 51,590 49,149

 資産合計 55,383 62,060
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 - 3,486

  短期借入金 8,650 ※1  15,150

  1年内返済予定の長期借入金 2,142 1,810

  未払金 ※1  921 ※1  363

  未払法人税等 5 ※1  735

  未払費用 26 51

  賞与引当金 35 110

  役員賞与引当金 39 38

  株主優待引当金 346 375

  その他 ※1  96 ※1  39

  流動負債合計 12,265 22,160

 固定負債   

  長期借入金 3,882 2,072

  長期未払金 216 212

  長期預り保証金 ※1  202 ※1  202

  固定負債合計 4,301 2,488

 負債合計 16,566 24,648

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 10,265 10,265

  資本剰余金   

   資本準備金 11,139 11,139

   資本剰余金合計 11,139 11,139

  利益剰余金   

   利益準備金 1,740 1,740

   その他利益剰余金   

    別途積立金 30,500 30,500

    繰越利益剰余金 3,250 1,846

   利益剰余金合計 35,490 34,086

  自己株式 △18,084 △18,084

  株主資本合計 38,812 37,408

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 4 3

  評価・換算差額等合計 4 3

 純資産合計 38,816 37,411

負債純資産合計 55,383 62,060
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成24年３月１日
　至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
　至 平成26年２月28日)

売上高   

 商品及び製品売上高 - 36,931

 ロイヤリティー収入 1,277 1,441

 配当金収入 779 215

 売上高合計 ※1  2,057 ※1  38,587

売上原価   

 商品及び製品期首たな卸高 - -

 当期製品製造原価 - 8,238

 当期商品仕入高 - 30,387

 合計 - 38,626

 商品及び製品期末たな卸高 - 2,187

 商品及び製品売上原価 ※1  - ※1  36,438

売上総利益 2,057 2,149

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  2,081 ※1, ※2  2,543

営業損失（△） △23 △394

営業外収益   

 受取利息 ※1  18 ※1  18

 受取配当金 1 1

 賃貸収入 ※1  264 ※1  212

 雑収入 55 28

 営業外収益合計 339 260

営業外費用   

 支払利息 140 137

 賃貸費用 125 75

 貸倒損失 - 63

 雑損失 2 4

 営業外費用合計 267 280

経常利益又は経常損失（△） 47 △414

特別利益   

 関係会社株式売却益 - 84

 特別利益合計 - 84

特別損失   

 減損損失 0 -

 貸倒引当金繰入額 142 -

 特別損失合計 142 -

税引前当期純損失（△） △94 △329

法人税、住民税及び事業税 △75 73

法人税等調整額 170 △26

法人税等合計 94 47

当期純損失（△） △189 △376
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日）

当事業年度
（自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  － － 6,119 73.9

Ⅱ　労務費  － － 754 9.1

Ⅲ　経費 ※１ － － 1,403 17.0

当期総製造費用  － － 8,277 100.0

期首仕掛品たな卸高  －  －  

合計  －  8,277  

期末仕掛品たな卸高  －  39  

当期製品製造原価 ※２ －  8,238  
 

 
 
 
※１ 経費のうち主なものは、次のとおりであります。

項目 前事業年度 当事業年度

運賃保険料 － 221 百万円

地代家賃 － 225 百万円

水道光熱費 － 135 百万円

消耗品費 － 113 百万円

外注加工費 － 634 百万円
 

 
※２ 当社の原価計算は、実際原価による工程別総合原価計算を行っております。
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成24年３月１日　至 平成25年２月28日)

(単位：百万円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 10,265 11,139 11,139 1,740 30,500 4,467 36,707

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △1,027 △1,027

当期純損失（△) 　 　 　 　 　 △189 △189

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― ― △1,217 △1,217

当期末残高 10,265 11,139 11,139 1,740 30,500 3,250 35,490
 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証

券評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △18,084 40,029 3 3 40,032

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △1,027 　 　 △1,027

当期純損失（△) 　 △189 　 　 △189

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 1 1 1

当期変動額合計 ― △1,217 1 1 △1,215

当期末残高 △18,084 38,812 4 4 38,816
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 当事業年度(自 平成25年３月１日　至 平成26年２月28日)

(単位：百万円)

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 10,265 11,139 11,139 1,740 30,500 3,250 35,490

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 　 　 △1,027 △1,027

当期純損失（△) 　 　 　 　 　 △376 △376

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― ― ― △1,404 △1,404

当期末残高 10,265 11,139 11,139 1,740 30,500 1,846 34,086
 

 

　

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証

券評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △18,084 38,812 4 4 38,816

当期変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 △1,027 　 　 △1,027

当期純損失（△) 　 △376 　 　 △376

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 △0 △0 △0

当期変動額合計 ― △1,404 △0 △0 △1,404

当期末残高 △18,084 37,408 3 3 37,411
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

時価のあるもの

事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの

移動平均法による原価法

 

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・製品・原材料・仕掛品　　主として総平均法による原価法（貸借対照表計上額については収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法）により算定しております。

貯蔵品　　　　　　　　　　　　主として最終仕入原価法による原価法（貸借対照表計上額については収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法）により算定しております。

 

３　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産及び投資不動産

定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物 (建物附属設備を除く）については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　10年～50年

工具、器具及び備品　５年～10年

(2) 無形固定資産

定額法

自社利用のソフトウエアについては、社内利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

 

４　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収の可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 投資損失引当金

関係会社への投資に対する損失に備えるため、その財務内容等を検討し、計上しております。

(3) 賞与引当金

執行役員および従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上してお

ります。

(4) 役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

(5) 株主優待引当金

将来の株主優待券の利用に備えるため、株主優待券の利用実績に基づき、当事業年度末における株主優待券利用

見込額を計上しております。

 

５　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建の金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
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６　その他の財務諸表作成のための重要な事項

(1) 消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっており、控除対象外消費税は、当事業年度の費用として処

理しております。

(2) 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

 

(表示方法の変更）

（損益計算書関係）

当事業年度よりグループで商品本部による仕入の共通化を開始したことに伴い、前事業年度において掲記して

おりました「営業収益」は「売上高」、「営業費用」は「販売費及び一般管理費」に表示の変更をしておりま

す。あわせて、製品の製造移管を受けたことにより、新たに「売上原価」を掲記しております。
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(貸借対照表関係)

※１　関係会社に対する資産および負債

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれているものは、次のとおりです。

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

売掛金 143百万円 4,142百万円

１年内回収予定の長期貸付金 50 ―

未収入金 489 756

短期借入金 ― 500

未払金 822 210

未払法人税等 ― 21

流動負債その他(前受収益) 19 19

長期預り保証金 199 199
 

 

 ２　偶発債務

次のとおり債務の保証をしております。

前事業年度
(平成25年２月28日)

 
当事業年度

(平成26年２月28日)

ヨシノヤ
アメリカ・インク

175百万円
(1,900千USドル)

金融機関借入  
ヨシノヤ
アメリカ・インク

147百万円
(1,450千USドル)

金融機関借入

台湾吉野家(股)
185百万円

(59,300千NTドル)
〃  台湾吉野家(股)

195百万円
(58,150千NTドル)

〃

計 361百万円   計 343百万円  
 

 

(損益計算書関係)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

売上高 2,057百万円 38,353百万円

売上原価 ― 174

交際費 722 791

受取利息 18 18

賃貸収入 186 175
 

 

※２　販売費及び一般管理費は、すべて一般管理費に属する費用であります。

     主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成24年３月１日
至 平成25年２月28日)

当事業年度
(自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日)

役員報酬 208百万円 193百万円

給料手当 209 285 

役員賞与引当金繰入額 39 38 

賞与引当金繰入額 35 87 

減価償却費 6 5 

交際費等 419 466 

業務委託費 424 536 

株主優待引当金繰入額 346 375 
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 148,423 ― ― 148,423

合計 148,423 ― ― 148,423
 

 

当事業年度(自　平成25年３月１日　至　平成26年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首
株式数(株)

当事業年度増加
株式数(株)

当事業年度減少
株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式（注） 148,423 14,693,877 ― 14,842,300

合計 148,423 14,693,877 ― 14,842,300
 

(注)　普通株式の自己株式の増加14,693,877株は、平成25年９月１日付の１株を100株とする株式分割によるものであり

ます。

 
(有価証券関係)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　（注）時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額

(単位：百万円)

区分
前事業年度

（平成25年２月28日）
当事業年度

（平成26年２月28日）

子会社株式 47,557 46,146

関連会社株式 49 49
 

上記については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

(流動資産)   

(繰延税金資産)   

賞与引当金 56百万円 58百万円

その他 34 69

繰延税金資産(流動)合計 90 127

   

(固定資産)   

(繰延税金資産)   

関係会社株式評価損等 4,045 5,172

組織再編に伴う関係会社株式 2,249 1,892

貸倒引当金 53 ―

繰越欠損金 399 ―

減損損失 0 ―

投資損失引当金 111 122

未払役員退職金 77 83

その他 107 66

繰延税金資産(固定)小計 7,044 7,338

評価性引当額 △6,591 △6,895

繰延税金資産(固定)合計 452 442

(繰延税金負債)   

その他有価証券評価差額金 △1 △1

繰延税金負債(固定)合計 △1 △1

繰延税金資産(固定)の純額 451 441
 

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　前事業年度及び当事業年度において、税引前当期純損失を計上しているため、注記を省略しております。

 
３　決算日後の法人税等の税率の変更

（当事業年度）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成27年３月１

日に開始する事業年度から復興特別法人税が課されないことになりました。

これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に用いられる法定実効税率は、平成27年３月１日に開始する

事業年度以後に解消が見込まれる一時差異については、従来の38.0％から35.6％となります。

また「地方法人税法」（平成26年法律第11号）が平成26年３月31日に公布され、平成27年３月１日に開始する事

業年度から住民税率が軽減される代わりに、国税とされる地方法人税が課されることになりました。

これらの税率変更による財務諸表に与える影響は軽微であります。
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(１株当たり情報)

 

 
前事業年度

(自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日)

当事業年度
(自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日)

１株当たり純資産額(円) 755.21 727.88

１株当たり当期純損失金額(△)(円) △3.68 △7.32
 

(注) １　潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　平成25年９月１日付で普通株式１株につき100株の割合で株式分割を行っています。これに伴い、前事業年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純損失金額(△)を算

定しています。

３ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成25年２月28日)
当事業年度

(平成26年２月28日)

純資産の部の合計額(百万円) 38,816 37,411

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ―

普通株式に係る期末純資産額(百万円) 38,816 37,411

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末普通
株式の数(株)

51,398,200 51,398,200
 

４　１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成24年３月１日
至　平成25年２月28日)

当事業年度
(自　平成25年３月１日
至　平成26年２月28日)

１株当たり当期純損失金額   

　当期純損失(△)(百万円) △189 △376

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る当期純損失(△)(百万円) △189 △376

　　普通株式の期中平均株式数(株) 51,398,200 51,398,200
 

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略

しております。

 
【有形固定資産等明細表】

 

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産        

　工具、器具及び備品 - - - 15 14 0 1

有形固定資産計 - - - 15 14 0 1

無形固定資産        

　特許権 - - - 0 0 0 0

　商標権 - - - 21 14 2 6

 ソフトウエア - - - 19 15 2 4

無形固定資産計 - - - 41 30 4 11
 

（注）有形固定資産、無形固定資産の金額は、資産の総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及

び「当期減少額」の記載を省略しております。

 

【引当金明細表】

 

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 187 ― 187 ― ―

投資損失引当金 312 ― ― ― 312

賞与引当金 35 110 35 ― 110

役員賞与引当金 39 38 39 ― 38

株主優待引当金 346 375 346 ― 375
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

１　資産の部

(1) 現金及び預金

区分 金額(百万円)

現金の種類  

　小口現金 1

預金の種類  

　普通預金 1,236

　別段預金 69

計 1,305

合計 1,307
 

　

(2) 売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

㈱吉野家 3,222

㈱どん 533

㈱はなまる 282

㈱ミートコンパニオン 91

㈱吉野家インターナショナル 69

その他 138

合計 4,337
 

　

(ロ)売掛金滞留状況

当期首残高
(百万円)
 
(Ａ)

当期発生高
(百万円)
 
(Ｂ)

当期回収高
(百万円)
 
(Ｃ)

当期末残高
(百万円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 

Ｃ

Ａ＋Ｂ
 

滞留期間(月)
 

Ｄ÷
Ｂ

12
 

143 41,308 37,113 4,337 89.5％ 1.3カ月
 

(注)　上記金額には、消費税等が含まれております。

　

(3) 商品及び製品

区分 金額(百万円)

商品  

　食材 1,718

　備品 382

計 2,100

製品  

　製品肉 78

　製品野菜 9

計 87

合計 2,187
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(4) 仕掛品

 金額(百万円)

仕掛品肉 39

合計 39
 

　

(5) 原材料及び貯蔵品

区分 金額(百万円)

原材料  

　原料肉他 2,036

　調味料他 7

合計 2,044
 

　

(6)関係会社短期貸付金

相手先 金額(百万円)

㈱ピーターパンコモコ 900

㈱吉野家インターナショナル 800

㈱千吉 200

合計 1,900
 

　

(7) 関係会社株式

銘柄 金額(百万円)

㈱吉野家 37,000

㈱京樽 3,548

㈱はなまる 2,546

ヨシノヤアメリカ・インク 1,285

㈱吉野家インターナショナル 956

㈱どん 809

その他 49

合計 46,195
 

　

(8)投資不動産（純額）

資産の種類 金額(百万円)

建物 1,308

土地 1,359

その他 4

合計 2,672
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２　負債の部

(1) 買掛金

相手先別内訳

相手先 金額(百万円)

ハンナン食品㈱ 650

伊藤忠商事㈱ 379

ＵＮＩＴＥＤ 279

㈱神明 206

木徳神糧㈱ 203

その他 1,767

合計 3,486
 

　

(2)短期借入金

相手先 金額(百万円)

㈱みずほ銀行 4,500

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 3,250

㈱三井住友銀行 3,250

㈱りそな銀行 2,000

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 1,000

農林中央金庫 650

㈱吉野家 500

合計 15,150
 

　

(3)一年内返済予定の長期借入金

相手先 金額(百万円)

㈱みずほ銀行 406

㈱りそな銀行 385

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 382

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 305

㈱三井住友銀行 215

農林中央金庫 114

合計 1,810
 

　

(4)長期借入金

相手先 金額(百万円)

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 676

㈱りそな銀行 482

㈱みずほ銀行 263

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行 294

㈱三井住友銀行 289

農林中央金庫 66

合計 2,072
 

 

(3) 【その他】

　該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 

事業年度 ３月１日から２月末日まで

定時株主総会 ５月中

基準日 ２月末日

剰余金の配当の基準日
８月末日

２月末日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り  

　　取扱場所

(特別口座)

東京都千代田区丸の内一丁目４番３号

　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人

(特別口座)

東京都千代田区丸の内一丁目４番３号

　三菱UFJ信託銀行株式会社

　　取次所 ――――――

　　買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告（http://www.yoshinoya-holdings.com)

ただし、電子公告によることができない事故その他のやむ得ない事由が生じたとき

は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。

株主に対する特典

株主優待制度

１　株主優待の方法         100株以上1,000株未満の株主に対し3,000円相当の、

1,000株以上2,000株未満の株主に6,000円相当の、

2,000株以上の株主に12,000円相当の㈱吉野家、㈱京

樽、㈱千吉、㈱ピーターパンコモコの各店舗共通の

「サービス券」を２回贈呈。

２　対象株主               毎年２月末日及び８月末日現在の保有株式数100株以上

の株主

３　株主優待券の有効期限　　発行日の属する月の月末より１年間
 

（注）当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を有しておりません。

　　　会社法第189条第２項各号に掲げる権利

　　　会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

　　　株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

　　　株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度(第56期)(自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日)平成25年５月30日関東財務局長に提出。

 

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度(第56期)(自　平成24年３月１日　至　平成25年２月28日)平成25年５月30日関東財務局長に提出。

 

(3) 四半期報告書及び確認書

第57期第１四半期(自　平成25年３月１日　至　平成25年５月31日)平成25年７月12日関東財務局長に提出。

第57期第２四半期(自　平成25年６月１日　至　平成25年８月31日)平成25年10月11日関東財務局長に提出。

第57期第３四半期(自　平成25年９月１日　至　平成25年11月30日)平成26年１月10日関東財務局長に提出。

 

(4) 臨時報告書

平成25年５月30日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)の規定に基づ

く臨時報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成26年５月22日
 

 

株式会社吉野家ホールディングス

取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　平　　野　　　 満 　　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　安　　藤　　　 武      ㊞
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　出　　雲　　栄　　一　　㊞

 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社吉野家ホールディングスの平成２５年３月１日から平成２６年２月２８日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表につ

いて監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社吉野家ホールディングス及び連結子会社の平成２６年２月２８日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

強調事項

「セグメント情報等」に記載されているとおり、会社は各事業セグメントの損益の測定方法を変更している。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社吉野家ホール

ディングスの平成２６年２月２８日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社吉野家ホールディングスが平成２６年２月２８日現在の財務報告に係る内部統制は有効であ

ると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の

基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 
以  上

　
 

(注) １　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
 

 

　

平成26年５月22日
 

　

株式会社吉野家ホールディングス

取締役会　御中
 

　

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　平　　野　　　 満　 　　㊞

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　安　　藤　　　 武　 　　㊞
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士　　出　　雲　　栄　　一　　㊞

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社吉野家ホールディングスの平成２５年３月１日から平成２６年２月２８日までの第５７期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細

表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社吉野家ホールディングスの平成２６年２月２８日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注) １　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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